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(57)【要約】
【課題】薄型でありながら低価格で、かつ高コントラス
トおよび低消費電力の映像表示装置を提供する。
【解決手段】複数の互いに離間して配置された光源ユニ
ット２とＬＥＤ駆動回路３１と液晶パネルとを備え、光
源ユニット２は、導光体２１とＬＥＤ２２とを有し、導
光体２１は、光散乱部を有し、駆動回路３１は、液晶パ
ネルに表示する映像に応じて、各光源ユニット２を制御
し各光源ユニット２から発光される光束を個別に調整し
て、液晶パネルの画面輝度を変化させる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニットと、
　上記各光源ユニットに個別に電流を供給し上記各光源ユニットを発光させる駆動回路と
、
　上記光源ユニットからの光を利用して映像を表示する表示画面と
を備え、
　上記光源ユニットは、上記表示画面の背面に配置され、少なくとも一つの導光体と、各
導光体に個別に設けられこの導光体に光を出射する少なくとも一つの光源とを有し、
　上記導光体は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体内部を導光された光を
上記表示画面方向に出射する光散乱部を有し、
　上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源ユニットを制御し
上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画面の画面輝度を変
化させることを特徴とする映像表示装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の映像表示装置において、
　上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記導光体の表面に印刷することにより形成
されていることを特徴とする映像表示装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の映像表示装置において、
　上記導光体の両端面のそれぞれに、少なくとも一つの上記光源が配置され、
　上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路によって、個別に制御されていること
を特徴とする映像表示装置。
【請求項４】
　請求項１から３の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記駆動回路は、降圧型スイッチングコンバータ回路であることを特徴とする映像表示
装置。
【請求項５】
　請求項１から４の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記光源と上記駆動回路とは、同一の基板上に実装されていることを特徴とする映像表
示装置。
【請求項６】
　請求項１から５の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記導光体は、一方向に延在し、上記複数の光源ユニットは、上記一方向に直交する他
方向に配列され、
　一つの上記光源ユニットを発光させた状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記
他方向に、略ガウス分布となっていることを特徴とする映像表示装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の映像表示装置において、
　上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示画面に映像を表示する信号を処理する映
像回路内に保持されていることを特徴とする映像表示装置。
【請求項８】
　請求項１から７の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　全ての上記光源ユニットから発光される光束を最大とした状態における上記表示画面上
の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方もしくは両方において、中央部を最大と
し端部に向かうにつれて低下するような分布形状であることを特徴とする映像表示装置。
【請求項９】
　請求項１から８の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記光散乱部は、上記導光体の長手方向に互いに間隔をおいて複数配列され、
　上記表示画面の中央部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンは
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、上記表示画面の端部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンと異
なることを特徴とする映像表示装置。
【請求項１０】
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニットと、
　上記各光源ユニットに個別に電流を供給し上記各光源ユニットを発光させる駆動回路と
を備え、
　上記光源ユニットは、少なくとも一つの導光体と、各導光体に個別に設けられこの導光
体に光を出射する少なくとも一つの光源とを有し、
　上記導光体は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体内部を導光された光を
一方向に出射する光散乱部を有し、
　上記駆動回路は、上記各光源ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束
を個別に調整することを特徴とする面光源装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、例えば、ＬＥＤ（発光ダイオード）を光源として用いた映像表示装置およ
び面光源装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　テレビやＰＣモニタなどの用途に、透過型液晶表示素子を用いた映像表示装置の普及が
進んでいる。透過型液晶表示素子は、映像を表示する際に背面側に光源となるバックライ
トが必要となるが、このバックライトとして従来主流であったＣＣＦＬ（冷陰極管）に代
わり、近年ＬＥＤが用いられるようになってきている。
【０００３】
　ＬＥＤを光源として用いたバックライト（以下ではＬＥＤバックライト）では、「エリ
アアクティブ制御」と呼ばれる輝度制御を行うことで、映像表示装置としての消費電力の
低減およびコントラストの向上が実現されることが知られている。なお、エリアアクティ
ブ制御は、文献によってはローカルディミング、２Ｄディミング等の名称で呼ばれること
があるが、以下ではエリアアクティブ制御に統一する。
【０００４】
　エリアアクティブ制御とは、バックライトを複数のエリア（領域）に分割して駆動し、
映像信号に合わせてエリアごとの画面輝度を制御する技術である。映像信号のうち明るい
部分に相当するエリアを明るく、暗い部分に相当するバックライトのエリアを暗く点灯さ
せる。同時に、バックライトの輝度を下げた分だけ映像信号を部分的に明るくする映像補
正を行い、表示される映像の変わらないようにする。
【０００５】
　エリアアクティブ制御を行わない場合、バックライトは常に全点灯しているため、映像
の暗い部分、即ち液晶表示素子の画素を閉じている部分であっても、画素の隙間からの漏
れ光が存在するため完全な黒にはならずやや白っぽく見えてしまう。この「白浮き」と呼
ばれる現象により、映像全体のコントラストが低下していた。これに対し、エリアアクテ
ィブ制御を行う場合は、映像の暗い部分に相当するエリアのバックライト光を弱めてやる
ことで漏れ光が低減される。従って、表示映像の明暗のコントラストを高めることができ
る。それに加えて、バックライトの光量を部分的に落としている分、従来の全点灯の場合
と比較して消費電力を低減することが可能になる。
【０００６】
　従来のＣＣＦＬバックライトにおいては、光源であるＣＣＦＬ自体の応答速度の制約に
より、映像信号に合わせて高速で調光することは困難であった。これに対しＬＥＤは数ｎ
ｓ程度の高速応答が可能であるため、６０Ｈｚ乃至１２０Ｈｚのフレーム速度のＨＤ画質
の映像信号に対してもリアルタイムで各エリアの輝度を変化させてエリアアクティブ制御
を行うことが可能になった。
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【０００７】
　ＬＥＤバックライトの構造は、直下型とサイドエッジ型に大別されるが、そのいずれに
おいてもエリアアクティブ制御の実現が試みられている。なお、直下型は、点光源である
ＬＥＤを２次元平面状に多数配置して液晶素子を直接照射する構造である。サイドエッジ
型は、平板状の導光板の側面に配置したＬＥＤの光を導光板内に入射させ、導光板の上面
から光を取り出してバックライト光を得る構造である。
【０００８】
　例えば、特開２００７－３２４０４７号公報（特許文献１）においては、直下型ＬＥＤ
バックライトにおいて、ＬＥＤ同士の間に仕切りを設けて各ＬＥＤを個別駆動することで
エリアアクティブ制御を実現した形態が開示されている。
【０００９】
　また、特開２００７－２９３３３９号公報（特許文献２）においては、サイドエッジ型
ＬＥＤバックライトにおいて、導光板を分割することにより部分駆動を行い、エリアアク
ティブ制御を実現可能にした例が示されている。
【特許文献１】特開２００７－３２４０４７号公報
【特許文献２】特開２００７－２９３３３９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上述のようなエリアアクティブ制御を行う場合、エリアアクティブ制御
を行わない場合と比較して価格が非常に高価となるという問題が存在する。特許文献１に
示される直下型のＬＥＤバックライトにおいては、ＬＥＤを２次元平面状に敷き詰める必
要があるため、ＬＥＤの個数が多くなり、部材価格が高価となる傾向にある。価格を低減
するためにはＬＥＤの個数を少なくすれば良いが、直下型のＬＥＤバックライトにおいて
は、ＬＥＤの個数が少ないとＬＥＤ同士の配置間隔が広がるため、均一な画面輝度を得る
ために各ＬＥＤからの光が液晶表示素子に到達する前に互いに混色させるための混色距離
が必要となる。そのため液晶表示素子とバックライトとの距離を離す必要が生じ、結果と
して映像表示装置の厚みが増大してしまう。即ち、直下型のＬＥＤバックライトにおいて
は、図１３に示すようにＬＥＤ個数、即ちバックライト装置の価格と装置の厚みとがトレ
ードオフの関係にある。
【００１１】
　これに対し、特許文献２に示されるような導光板を用いたサイドエッジ方式のＬＥＤバ
ックライトでは、導光板の中で光の混合を行うため、ＬＥＤの個数が少ない場合でも厚み
を薄く保つことが可能である。しかし、サイドエッジ方式においては光源の輝度ばらつき
に起因する輝度むらが発生しやすいため、ＬＥＤの発光色度ランクによる選別が必要とな
り、ＬＥＤの価格が高価となる傾向にある。また、画面面積と同じ大きさの導光板が必要
であるため、特に大型の映像表示装置においてその価格が高価となってしまう。従ってサ
イドエッジ方式においても、ＬＥＤバックライトの価格低減は困難となる。
【００１２】
　そこで、この発明の課題は、低価格、かつ少ないＬＥＤの個数でエリアアクティブ制御
が可能となる面光源装置としてのＬＥＤバックライトを提供することにある。また、薄型
でありながら低価格で、かつ高コントラストおよび低消費電力の映像表示装置を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、この発明の映像表示装置は、
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニットと、
　上記各光源ユニットに個別に電流を供給し上記各光源ユニットを発光させる駆動回路と
、
　上記光源ユニットからの光を利用して映像を表示する表示画面と
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を備え、
　上記光源ユニットは、上記表示画面の背面に配置され、少なくとも一つの導光体と、各
導光体に個別に設けられこの導光体に光を出射する少なくとも一つの光源とを有し、
　上記導光体は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体内部を導光された光を
上記表示画面方向に出射する光散乱部を有し、
　上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源ユニットを制御し
上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画面の画面輝度を変
化させることを特徴としている。
【００１４】
　この発明の映像表示装置によれば、上記複数の光源ユニットと上記駆動回路と上記表示
画面とを備え、上記光源ユニットは、上記導光体と上記光源とを有し、上記導光体は、上
記光散乱部を有し、上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源
ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画
面の画面輝度を変化させるので、複数の光源ユニット（導光体）を用いることで、隣接す
る光源ユニットによって各光源ユニットの輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが
大きい場合でも、輝度むらを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路により各光
源ユニットを独立駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減
し、コントラストを向上できる。
【００１５】
　したがって、従来の直下型およびサイドエッジ型のいずれよりも安価に、実用的なエリ
アアクティブ制御を行うことが可能となり、薄型でありながら低価格でかつ高コントラス
トで低消費電力の映像表示装置を実現することができる。
【００１６】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記
導光体の表面に印刷することにより形成されている。
【００１７】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記
導光体の表面に印刷することにより形成されているので、印刷によって導光体表面に光拡
散構造を容易に形成できるため、光源が安価となり、低価格な映像表示装置を実現するこ
とができる。
【００１８】
　また、一実施形態の映像表示装置では、
　上記導光体の両端面のそれぞれに、少なくとも一つの上記光源が配置され、
　上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路によって、個別に制御されている。
【００１９】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記導光体の両端面のそれぞれに、少なくとも
一つの上記光源が配置され、上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路によって、
個別に制御されているので、導光体の両端面に光源を配置して独立駆動することで制御エ
リア数を２倍に増やし、エリアアクティブ制御のコントラスト向上および消費電力低減効
果をより高めることができる。
【００２０】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記駆動回路は、降圧型スイッチングコンバー
タ回路である。
【００２１】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記駆動回路は、降圧型スイッチングコンバー
タ回路であるので、駆動回路自体の面積を小さくし、多数の光源を独立駆動する場合でも
駆動回路の価格を抑えることができる。
【００２２】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記光源と上記駆動回路とは、同一の基板上に
実装されている。
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【００２３】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記光源と上記駆動回路とは、同一の基板上に
実装されているので、小型の駆動回路を光源と同一基板に実装することで、基板面積およ
び接続部材を削減することができる。また、駆動回路と光源との配線距離が短くなるため
、駆動電流のオン／オフによるノイズの発生が抑えられる。
【００２４】
　また、一実施形態の映像表示装置では、
　上記導光体は、一方向に延在し、上記複数の光源ユニットは、上記一方向に直交する他
方向に配列され、
　一つの上記光源ユニットを発光させた状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記
他方向（上記導光体の短手方向）に、略ガウス分布となっている。
【００２５】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記導光体は、一方向に延在し、上記複数の光
源ユニットは、他方向に配列され、一つの上記光源ユニットを発光させた状態における上
記表示画面上の輝度分布は、上記他方向に、略ガウス分布となっているので、光源ユニッ
ト単体の輝度分布をガウス分布とすることで、光源の輝度バラつきや光源ユニットの取り
付け位置ずれが発生しても画面上で輝度むらが目立たなくなる。従って、光源の輝度ラン
クによる選別が不要になるとともに組立容易性を高めることができる。
【００２６】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示
画面に映像を表示する信号を処理する映像回路内に保持されている。
【００２７】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示
画面に映像を表示する信号を処理する映像回路内に保持されているので、光源ユニットの
輝度分布に関する情報を映像回路側で保有することで、エリアアクティブ制御に必要なバ
ックライト輝度分布の計算と補正画像の生成とを精度よく高速に行うことができる。
【００２８】
　また、一実施形態の映像表示装置では、全ての上記光源ユニットから発光される光束を
最大とした状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方
もしくは両方において、中央部を最大とし端部に向かうにつれて低下するような分布形状
である。
【００２９】
　この実施形態の映像表示装置によれば、全ての上記光源ユニットから発光される光束を
最大とした状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方
もしくは両方において、中央部を最大とし端部に向かうにつれて低下するような分布形状
であるので、画面中央部のピーク輝度を保ったまま端部の輝度を落とすことで、映像表示
装置の消費電力をさらに低減し、エリアアクティブ制御による消費電力低減効果を一層強
化することができる。
【００３０】
　また、一実施形態の映像表示装置では、
　上記光散乱部は、上記導光体の長手方向に互いに間隔をおいて複数配列され、
　上記表示画面の中央部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンは
、上記表示画面の端部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンと異
なる。
【００３１】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記光散乱部は、上記導光体の長手方向に互い
に間隔をおいて複数配列され、上記表示画面の中央部に配置される上記導光体における上
記光散乱部の配列パターンは、上記表示画面の端部に配置される上記導光体における上記
光散乱部の配列パターンと異なるので、画面中央部と画面端部とで導光体の光拡散粒子の
パターンを変えることによって、導光体の長手方向だけでなく短手方向の画面輝度分布を
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制御することができる。これにより、光源から取り出し可能な光を無駄にすることなく消
費電力を低減することができる。
【００３２】
　また、この発明の面光源装置は、
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニットと、
　上記各光源ユニットに個別に電流を供給し上記各光源ユニットを発光させる駆動回路と
を備え、
　上記光源ユニットは、少なくとも一つの導光体と、各導光体に個別に設けられこの導光
体に光を出射する少なくとも一つの光源とを有し、
　上記導光体は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体内部を導光された光を
一方向に出射する光散乱部を有し、
　上記駆動回路は、上記各光源ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束
を個別に調整することを特徴としている。
【００３３】
　この発明の面光源装置によれば、上記複数の光源ユニットと上記駆動回路とを備え、上
記光源ユニットは、上記導光体と上記光源とを有し、上記導光体は、上記光散乱部を有し
、上記駆動回路は、上記各光源ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束
を個別に調整するので、複数の光源ユニット（導光体）を用いることで、隣接する光源ユ
ニットによって各光源ユニットの輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが大きい場
合でも、輝度むらを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路により各光源ユニッ
トを独立駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減し、コン
トラストを向上できる。
【発明の効果】
【００３４】
　この発明の映像表示装置によれば、上記複数の光源ユニットと上記駆動回路と上記表示
画面とを備え、上記光源ユニットは、上記導光体と上記光源とを有し、上記導光体は、上
記光散乱部を有し、上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源
ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画
面の画面輝度を変化させるので、薄型でありながら低価格でかつ高コントラストで低消費
電力の映像表示装置を実現することができる。
【００３５】
　この発明の面光源装置によれば、上記複数の光源ユニットと上記駆動回路とを備え、上
記光源ユニットは、上記導光体と上記光源とを有し、上記導光体は、上記光散乱部を有し
、上記駆動回路は、上記各光源ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束
を個別に調整するので、輝度むらを緩和できて、光源を安価にでき、エリアアクティブ制
御が可能になって、消費電力を低減し、コントラストを向上できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　以下、この発明を図示の実施の形態により詳細に説明する。
【００３７】
　（第１の実施形態）
　図１は、この発明の映像表示装置の第１実施形態である分解斜視図を示している。図２
は、その主要な部分の構成を示すブロック図を示している。図１と図２に示すように、映
像表示装置１は、（面光源装置としての）ＬＥＤバックライト１１、拡散板１２、（表示
画面としての）透過型液晶パネル１３、前キャビネット１４、シャーシ１５、スタンド１
６および映像回路基板１７などによって構成される。実際の映像表示装置は、これ以外に
も多数の部品が存在するが、本発明の主旨に影響を与えない部分は、以下では、図示およ
び説明を省略する。
【００３８】
　ＬＥＤバックライト１１は、複数の光源ユニット２と、光源ユニット２を駆動するため
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のＬＥＤ基板３および制御回路基板４とを有する。これらの詳細な構造および動作につい
ては後で説明する。本実施形態においては、液晶パネル１３の画面サイズは９３０ｍｍ×
５３０ｍｍ（４２型）であり、この液晶パネル１３の背面側、即ち表示面と反対の側に、
ＬＥＤバックライトの構成単位である３２本の光源ユニット２が等間隔で配置されている
。本実施形態では導光体の長手方向が表示画面の短辺側に向くように並べられているが、
長手方向が画面長辺側に向くように並べる実施形態も可能である。
【００３９】
　透過型液晶パネル１３を用いた映像表示装置１の基本的な動作について説明する。外部
から電流が供給され、ＬＥＤ基板３上に搭載されたＬＥＤ駆動回路３１を動作させる。Ｌ
ＥＤ駆動回路３１は光源ユニット２に含まれる白色ＬＥＤ光源を点灯させる。光源ユニッ
ト２から前方の液晶パネル１３側に出射した光は、拡散板１２を通過し、バックライト光
として液晶パネル１３の背面に照射される。
【００４０】
　一方で、図示しないチューナその他の機器から映像回路基板１７に映像信号が入力され
る。この信号は映像回路基板１７に搭載された画像処理回路によって処理され、液晶パネ
ル１３内部に実装された図示しないゲートドライバおよびソースドライバに入力される。
【００４１】
　液晶パネル１３は縦横多数の画素構造を有しており、各画素にはトランジスタスイッチ
が設けられている。ゲートドライバおよびソースドライバは、映像信号に応じて適切なタ
イミングでトランジスタスイッチのオンおよびオフを切り替える。液晶パネル１３内の１
つの画素において、トランジスタスイッチがオンの場合は液晶素子に照射されたバックラ
イト光が通過し白表示となり、オフの場合は遮断され黒表示となる。
【００４２】
　このように液晶パネルの各画素に入射したバックライト光の通過と遮断とを切り替える
操作を画面内の全画素に対して行うことで、映像信号に対応する画像が液晶パネル１３の
画面上に表示されることになる。この画像表示を、入力された映像信号の１フレームであ
る１／６０秒ごとに書き換えてやることで、映像を動画として液晶画面上に表示させるこ
とができる。
【００４３】
　図１において、シャーシ１５の内側表面には反射シートが貼り付けられている。反射シ
ートはＰＥＴ（ポリエチレンテレフタラート）やＰＣ（ポリカーボネート）等の樹脂材料
からなる白色のシートであり、ＬＥＤバックライト１１からの出射光のうち前方の液晶パ
ネル方向に入射しなかった成分を拡散反射させてその方向を変化させ、液晶パネル１３に
入るようにすることでＬＥＤ光源の輝度を向上させるという役割を有する。
【００４４】
　拡散板１２は、ＰＣやＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）等の材料からなる拡散性を
有する平板であり、一方の面から入射した光を内部で拡散反射させてから対向する面より
出射させる機能を有する。本映像表示装置においては、異なるＬＥＤ光源から出射したバ
ックライト光を互いに混合し、均一な画面輝度を得るために設けている。映像表示装置の
画面輝度や視野角特性を向上させるなどの目的のため、他の光学シートを拡散板１２に付
加して用いることがある。
【００４５】
　前キャビネット１４、シャーシ１５およびスタンド１６は、液晶パネル１３やＬＥＤバ
ックライト１１その他部品を保持するための機構部品である。
【００４６】
　ＬＥＤバックライト１１の構成要素である光源ユニット２の構造について説明する。図
３Ａに、光源ユニット２の側面図を示し、図３Ｂに、光源ユニット２を分解した状態を示
す。１本の光源ユニット２は、棒状の導光体２１、光源としての白色ＬＥＤ２２、および
、アパーチャ２３を有する。導光体はＰＭＭＡ樹脂製の細長い角柱形状であり、表面に光
拡散パターン２１１が設けられている。なお、導光体の材料としては、ＰＭＭＡの他、Ｐ
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Ｃやガラスなど、光学的な要求特性を満たすような任意の透明材料を用いることができる
。また、導光体の形状は本実施形態で述べるような四角柱形状に限定されるものではなく
、全反射により内部を導光可能な形状であれば他の形状でも構わない。
【００４７】
　本実施形態では、導光体２１の寸法は幅１０ｍｍ×高さ６ｍｍ×長さ５３０ｍｍ、映像
表示装置１内での導光体２１同士の配置間隔は約２７ｍｍ、導光体２１下面から液晶パネ
ル１３までの距離は約１８ｍｍである。本実施形態において、導光体の幅（１０ｍｍ）は
導光体同士の配置間隔（２７ｍｍ）より広いため、導光体同士の間に約１７ｍｍの隙間が
存在する。即ち、隣り合う導光体同士が離間しているという点で、従来技術に述べたサイ
ドエッジ型のバックライトとは異なっている。これらの数値は設計の一例であり、必要に
応じて適宜変更することができる。なお、サイドエッジ型のバックライトに対する本発明
の優位性を発揮するためには、導光体同士の配置間隔は導光体幅の１．５倍以上であるこ
とが望ましい。
【００４８】
　光源である白色ＬＥＤ２２は、導光体２１の両端面にそれぞれアパーチャ２３を介して
配置されている。両ＬＥＤ２２の発光中心は、導光体２１の長手方向中心軸に対して互い
に反対方向にずらした位置に配置される。これにより、ＬＥＤ２２からの出射光が対向す
るＬＥＤ２２に入ることによるロスを少なくすることができる。
【００４９】
　導光体２１の光拡散パターン２１１は、両方のＬＥＤ２２を点灯させたときに所望の輝
度分布となるよう最適化されている。導光体２１の光拡散パターン２１１は、透明樹脂中
に光散乱性を有する拡散微粒子を混合したものをスクリーン印刷法によって導光体２１表
面に線状にパターニングすることで形成されている。パターン２１１を形成する線は、Ｌ
ＥＤ２２から入射されて全反射により導光体２１内部を導光された光を、液晶パネル１３
方向に出射する光散乱部である。この光散乱部は、導光体２１の長手方向に間隔をおいて
複数配置されている。光散乱部（パターン２１１を形成する線）の分布において、導光体
２１の長手方向中央部が密であり、導光体２１の長手方向端部が粗である。
【００５０】
　なお、光散乱部は線状ではなく、ドット状でも同様の効果を得ることが可能である。さ
らに、上記の印刷による光拡散パターン以外に、マイクロプリズム、Ｖ型形状の溝、マイ
クロレンズ構造等の光を散乱、反射させる効果を有する手段によるものでも同様の効果が
得られるため、上記に限定されるものではない。
【００５１】
　この光拡散パターン２１１は、導光体２１を映像表示装置１のシャーシ１５に配置した
際の上面および両側面に相当する面に印刷されている。導光体２１の下面には、シャーシ
１５の上に配置された反射シートに接している。なお、導光体２１の上面とは、導光体２
１の液晶パネル１３側を向く面であり、導光体２１の下面とは、導光体２１のシャーシ１
５側を向く面である。
【００５２】
　導光体２１の片方の端部には、光源である白色ＬＥＤ２２が配置されている。白色ＬＥ
Ｄ２２は青色ＬＥＤチップの上方に蛍光体を配置した構造を有する。ＬＥＤチップの青色
光の一部を吸収した蛍光体が放出する黄色の蛍光と元の青色光とが混色することにより白
色の光が得られる。なお、ＬＥＤの構造は上記に限るものではなく、例えば黄色蛍光体で
はなく赤色・緑色の２種類の蛍光体を用いる方式や、ＲＧＢ３色のＬＥＤチップの混色に
よって白色光を得る方式であっても構わない。白色ＬＥＤ２２はＬＥＤ基板３上に実装さ
れ、後述するＬＥＤ駆動回路３１に電気的に接続されている。
【００５３】
　白色ＬＥＤ２２と導光体２１との間にはアパーチャ２３が設けられている。ＬＥＤから
の光を取り込む貫通穴２３１を有し、貫通穴２３１の側面は光を反射させるため傾斜を設
けたリフレクタ形状となっている。また、導光体２１と結合する部分には、導光体２１を
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位置決めするための溝部２３２を有する。白色ＬＥＤ２２の出射光の配光特性は、通常半
値全角が１２０度のＬａｍｂｅｒｔ分布またはそれに近い分布であるため、アパーチャ２
３を設けない場合は多くの光が導光体２１に入射せず漏れ光となってしまう。アパーチャ
２３を設けることで導光体２１に大部分の光を入射させ、白色ＬＥＤ２２と導光体２１と
の光結合効率を向上させることができる。アパーチャ２３の材料としては、白色顔料を混
合した高拡散反射性樹脂や誘電体多層膜を用いたフィルム、またはアルミ等の金属が用い
られる。但し、金属材を用いる場合は電極やＬＥＤ基板パターンとのショート防止のため
の配慮が必要である。
【００５４】
　導光体２１内部に入射した光は、空気と導光体２１との屈折率差により角度が変化する
ため、ほぼ全てが臨界角よりも大きい角度で導光体２１側面と空気との境界面に入射する
。そのため境界面で全反射を起こし、外部に出ることなく導光体２１内部を伝播する。但
し、光拡散パターン２１１内の拡散微粒子に当たった光は、拡散反射によって角度が変え
られて全反射条件が崩れるため、その一部が導光体２１外部に放出されることになる。
【００５５】
　導光体２１の対向する２面は平行に形成されているため、入射した光は、光拡散パター
ン２１１内の拡散微粒子に衝突しない限り全反射を繰り返しながら内部を伝播してゆく。
但し、導光体２１表面に加工痕などの微細な凹凸があると、全反射条件が崩れて伝播する
べき光の一部が導光体２１外に放出され損失となる。従って導光体２１の表面は数μｍオ
ーダーの面粗さで製造されることが望ましい。
【００５６】
　なお、ＬＥＤ２２を導光体２１の一方の端部のみに配置してもよい。この場合、導光体
２１の他方の端部には、高拡散反射性樹脂や誘電体多層膜を用いたフィルムからなる反射
板を設けることで、拡散微粒子に衝突せずに全反射を繰り返して端部まで伝播した光は、
反射板により向きを変えて伝播を繰り返すことになる。
【００５７】
　伝播する途中で光拡散パターン２１１内の拡散微粒子に衝突した光は、拡散板１２を経
由して液晶パネル１３の背面に入射し、バックライト光となる。光拡散パターン２１１が
密な部分は伝播光が衝突してバックライト光となる確率が高く、疎な部分はその確率が低
い。したがって、印刷する光拡散パターン２１１の粗密によって、出射光の局所的な輝度
分布を任意に変化させることができる。
【００５８】
　この光をバックライト光として用いるためには、後述するエリアアクティブ制御を行わ
ない状態、即ちＬＥＤを全点灯した状態で、拡散板１２を通過した位置で均一な輝度を得
る必要がある。ある光拡散パターン２１１に対し、光学シミュレーションソフトを用いた
光線追跡を行うことにより拡散板１２を透過した状態での輝度分布が得られるため、この
結果を光拡散パターン２１１にフィードバックしシミュレーションを繰り返すことで、拡
散板１２上で所望の輝度分布を得るために最適な導光体２１の光拡散パターン２１１を決
定することができる。
【００５９】
　本実施形態において光源ユニット２を点灯させた状態の拡散板１２上での輝度分布を、
図４Ａ、図４Ｂおよび図４Ｃに示す。図４Ｂは、図４ＡのＡ－Ａ’断面での輝度分布を表
し、図４Ｃは、図４ＡのＢ－Ｂ’断面での輝度分布を表す。なお、拡散板１２での輝度分
布形状は、液晶パネル１３を白表示、即ち全画素を開いたときの画面上での輝度分布形状
と一致する。
【００６０】
　本実施例においては、１本の光源ユニット２を点灯させたときの輝度分布は、導光体２
１の短手方向には曲線５２に示すようなＧａｕｓｓ分布（Ｇａｕｓｓｉａｎ）であり、長
手方向には曲線５１に示すような山形分布、即ち中央部をピークとして両端に向かうにつ
れて一様に減少するような分布となっている。なお、１本の光源ユニット２の片側のみを
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点灯させた場合の長手方向輝度分布は、曲線５１ａ，５１ｂに示すような非対称な分布形
状となっており、両方を点灯させることで５１ａ，５１ｂの和として山形分布が実現され
ている。
【００６１】
　本実施形態においては、３２本の光源ユニット２が導光体２１の短手方向に等間隔で配
置されている。光源ユニット２を全て最大光束で発光させた状態でのＬＥＤバックライト
１１全体の輝度分布は、全ての光源ユニット２の輝度分布の和となるため、長手方向には
曲線５１で示される山形分布、短手方向には直線５３で示される一様分布となる。
【００６２】
　従来技術で述べたサイドエッジ型ＬＥＤバックライトにおいては、図５Ａに示すように
、１つのエリアに相当する領域の拡散板１１２上での輝度分布の断面は、矩形に近い形状
であった。しかし、その場合、個々の光源１０２に輝度ばらつきが発生した場合、複数の
光源１０２の点灯時の拡散板１１２上の輝度は、急激に変化する。そのため画面上で輝度
むらとして知覚されやすくなる。これに対し、本実施形態のようなＧａｕｓｓ分布の場合
は、図５Ｂに示すように、なだらかに変化し、しかも、隣接エリアによって変化が緩和さ
れるため、輝度むらが知覚されにくいという特長がある。従ってＬＥＤ単体の輝度ばらつ
きが大きい場合でも輝度むらを緩和し、ＬＥＤバックライトを安価にすることができる。
【００６３】
　一方、光源ユニット２の輝度分布の長手方向断面は山形分布となっており、光源ユニッ
ト２を複数本並べて得られる輝度分布の画面短辺方向断面も、画面中央部が高く上下両端
に向かうにつれて低下する分布となる。液晶ＴＶやＰＣモニタ等の通常の映像表示装置に
求められる画面輝度は、４５０～５００ｃｄ／ｍ２程度であるが、画面中央で４５０～５
００ｃｄ／ｍ２の輝度を保ったまま周辺部輝度をその半分程度まで落としても、視聴者の
眼にはさほど違和感は知覚されない。従ってこのような分布形状とすることで、所望の画
面輝度を得るのに必要な光束を減らし、消費電力を低減することができる。
【００６４】
　さらに、本実施形態における１本の導光体２１の両端のＬＥＤ２２は、それぞれ異なる
ＬＥＤ駆動回路３１に接続されており、各々を独立駆動することで、導光体２１の一方の
ＬＥＤ２２を画面の上に配置し、導光体２１の他方のＬＥＤ２２を画面の下に配置した状
態で、画面上下方向にエリアを分割したエリアアクティブ制御が可能になる。そのため、
制御エリア数が導光体２１の本数の２倍になり、さらに消費電力を低減し、コントラスト
を向上させることができる。
【００６５】
　次に、ＬＥＤ駆動回路３１の構成について説明する。図６に示すように、ＬＥＤ駆動回
路３１は、ＬＥＤ２２が実装されているＬＥＤ基板３上に、ＬＥＤ２２と同じ面に配置さ
れている。ＬＥＤ基板３は両面基板であり、１つのＬＥＤ基板３に複数個のＬＥＤ２２お
よびＬＥＤ駆動回路３１が配置されている。ＬＥＤ基板３裏面には、ＬＥＤ２２の放熱の
ための熱伝導シートおよびヒートシンクが配置される。
【００６６】
　図７に示すように、ＬＥＤ駆動回路３１は、制御ＩＣ３１１、インダクタ３１２、転流
ダイオード３１３等からなる降圧型スイッチングコンバータ回路であり、外部から入力さ
れた電圧をスイッチング動作によって降圧してＬＥＤ２２に供給している。なお、スイッ
チング用のＦＥＴ３１４は制御ＩＣ３１１に内蔵されている。ＬＥＤ２２に直列に接続さ
れたセンス抵抗ＲＳＥＮの両端電圧を制御ＩＣ３１１でモニタし、降圧スイッチング動作
へのフィードバックを行うことで、ＬＥＤ２２に供給される電流が一定に保たれている。
【００６７】
　本実施形態においては、ＬＥＤ駆動回路３１の構成を簡素な降圧型スイッチングコンバ
ータ形式としている。他の駆動方式、例えば昇圧型コンバータやＳＥＰＩＣコンバータ等
と比較して部品点数を削減し、回路を小型化することができる。また、本駆動回路３１に
おいて最も大きな部品はインダクタ３１２であるが、出力電力が等しい場合、降圧駆動回
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路のインダクタンス値はスイッチング周波数が高いほど小さくできるため、回路の小型化
のためには降圧動作のスイッチング周波数をできるだけ高くする必要がある。出力電力を
１～２Ｗとすると、スイッチング周波数は５００ｋＨｚ以上であることが望ましい。本実
施形態では１．４ＭＨｚのスイッチング周波数で降圧動作を行っている。駆動回路の実装
面積は２０ｍｍ×７ｍｍ×２ｍｍと小型であり、映像表示装置１の側面のスペースを利用
して、ＬＥＤ２２と同一の基板３上に搭載することが可能になっている。
【００６８】
　制御ＩＣ３１１にはイネーブル端子ＥＮＡが存在し、本端子に外部からディジタル信号
を与えることでスイッチング動作の動作／停止を瞬時に切り替えることができる。各ＬＥ
Ｄ駆動回路３１のイネーブル端子は外部の制御基板に接続されており、制御基板のＦＰＧ
Ａから０％から１００％までの任意のデューティのＰＷＭ信号を送信することにより、各
光源ユニット２の調光を行うことができる。このＰＷＭ信号の周波数は、低すぎると調光
時にチラつきとして知覚され、高すぎるとスイッチング周波数との差が小さくなりＰＷＭ
の分解能が低下する。望ましい周波数範囲としては２００Ｈｚから１ｋＨｚ程度であると
考えられる。
【００６９】
　エリアアクティブ制御を行う場合、光源であるＬＥＤ２２を個別に駆動するためそれぞ
れに独立なＬＥＤ駆動回路３１を設ける必要がある。そのためＬＥＤ駆動回路３１とＬＥ
Ｄ２２とを接続する配線の本数が多くなって煩雑となる傾向がある。また、ＰＷＭによる
ＬＥＤ２２の駆動を行う場合、ＬＥＤ２２に流れる大電流が頻繁にオン／オフを繰り返す
ことにより、電磁ノイズの発生も懸念される。本実施形態においては、小型のＬＥＤ駆動
回路３１をＬＥＤ２２と同一の基板上に配置することにより、ＬＥＤ駆動回路３１とＬＥ
Ｄ２２との配線をＬＥＤ基板３上に最短距離で形成することができる。従って、多数の配
線の接続が煩雑となり、また電磁ノイズの発生を最小限に抑えることができる。但し、制
御基板と各ＬＥＤ駆動回路３１のイネーブル端子とを接続するＰＷＭ信号線は、ＬＥＤ駆
動回路３１の個数分だけ独立に送信してやる必要がある。
【００７０】
　続いて、本実施形態におけるエリアアクティブ制御の動作について、再び図２を参照し
ながら説明する。図２において、チューナもしくは他の機器から入力された信号を復号し
て得られたＲＧＢ各１０ｂｉｔのディジタル信号は、映像回路基板１７内の映像信号処理
回路１７１に送られる。映像信号処理回路１７１では、この信号を液晶パネル１３に表示
するのに適した信号に変換して制御回路基板４内のエリアアクティブ制御回路４１に送信
する。伝送時の信号品位を保つため、両回路間の信号伝送はＬＶＤＳ（Ｌｏｗ　Ｖｏｌｔ
ａｇｅ　Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｉｇｎａｌｉｎｇ）形式で行われ、送信部および
受信部にはそれぞれＬＶＤＳトランスミッタおよびＬＶＤＳレシーバが用いられる。
【００７１】
　制御回路基板４内には、光源ユニット２の各種パラメータを記憶するメモリ４２が設け
られている。エリアアクティブ制御回路４１は、入力されたＲＧＢ各１０ｂｉｔのディジ
タル信号を解析し、メモリ４２を参照しながら後述する手順によって３２本のＰＷＭ信号
およびＲＧＢ各１０ｂｉｔの補正後映像信号を生成する。ＰＷＭ信号はＬＥＤ基板３に送
信され、各ＬＥＤ駆動回路３１のイネーブル端子に入力される。このイネーブル端子によ
って、ＬＥＤ駆動回路３１のスイッチングコンバータとしての動作／停止が切り替わるよ
うになっている。従って、このＰＷＭ信号のデューティを０％から１００％まで変化させ
ることによって、ＬＥＤを全消灯から全点灯まで任意に調光することができる。
【００７２】
　また、補正後映像信号は、液晶コントローラ１８に送信された後、適切なタイミングで
液晶パネル１３上の図示しないソースドライバおよびゲートドライバに送信され、画像と
して液晶パネル上に表示される。なお、映像信号処理回路１７１やエリアアクティブ制御
回路４１内で演算を行う間に信号の遅延が生じるが、ＬＥＤバックライト１１の輝度変化
と液晶パネル１３の映像表示との間に時間差が生じないように、各回路内で各信号の遅延
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量が制御されている。
【００７３】
　映像信号処理回路１７１やエリアアクティブ制御回路４１は、映像信号の伝送速度に合
わせたリアルタイムの高速演算および多数の入出力端子が必要であるため、ＦＰＧＡ（Ｆ
ｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）やＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉ
ｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｅｄ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）によって
実現するのが適している。
【００７４】
　エリアアクティブ制御におけるＰＷＭ信号および補正後映像信号の具体的な生成手順に
ついて説明する。基本的なアルゴリズムについては、従来の特許文献で開示されている計
算方法を用いることができる。但し、本実施形態では光源ユニット２の拡散板１２上輝度
分布をＧａｕｓｓ分布となるよう設計しているため、その影響で多少の修正が必要となる
。以下では計算手順の一例を示すが、これに限定されるものではなく、バックライトの構
成その他に応じて種々の変更を加えることができる。
【００７５】
　画面中央を原点とし、画面左右方向即ち導光体２１の短手方向にｘ軸、画面上下方向即
ち導光体２１の長手方向にｙ軸をとる。本実施形態では、ｙ軸方向の輝度分布は山形分布
であり、かつ上下２つのエリアに別れているが、以下の計算では簡単のためｙ軸方向の輝
度分布は一様であるとする。
【００７６】
　ｘ＝ｘｎの位置に存在する光源ユニットを点灯させたときの画面上輝度分布は、下式の
Ｇａｕｓｓ分布となる。
　　Ｇｎ（ｘ）＝Ｋｎ・ｅｘｐ（－（ｘ－ｘｎ）２／（２σ２））
　但し、σはＧａｕｓｓ分布の標準偏差、即ち光源の広がりを表す。ＫｎはＧｎ（ｘｎ）
で与えられるＧａｕｓｓ分布のピーク値であり、光源および導光体の光拡散パターンが同
一であればｘｎにかかわらず一定となる。
【００７７】
　ここで、ｘ－ｘｎが大きい（光源から離れた）領域では、Ｇ（ｘ）の値は極めて小さな
値となるので、計算の際は無視して構わない。無視できる範囲は、ＬＥＤの調光に用いる
ＰＷＭの分解能などから決定される。例えば、ＰＷＭ分解能を８ｂｉｔ即ち１／２５６と
した場合、その半分の１／５１２を下回る数値は微小であり０と見なしても全体に影響を
与えないとして計算を打ち切ることができる。これによって一つの光源に対して演算を行
う画面上の領域が決まる。これをその光源に対する演算エリアと呼ぶ。
【００７８】
　ＬＥＤバックライト全体の輝度分布は、全ての光源ユニットの輝度分布の総和となる。

【００７９】
　原画像がＲＧＢ各ｍ－ｂｉｔの信号Ｐ０Ｒ（ｘ，ｙ），Ｐ０Ｇ（ｘ，ｙ），Ｐ０Ｂ（ｘ
，ｙ），として与えられたとき、まず各画素のＲＧＢのうちの最大値を抽出し、最大値（
２ｍ－１）を１として正規化する。これを各画素の明度値Ｐ０（ｘ，ｙ）と呼ぶ。
【００８０】
　各光源について輝度削減係数を求める。最初の画素の明度Ｐ０（ｘ，ｙ）が０．５であ
った場合、この画素の明度を補正により１にすると仮定すると、バックライト光は少なく
とも初期値の０．５倍まで落とせる余地があることになる。従って、その画素を演算エリ
ア内に含む全ての光源の輝度削減係数を０．５と置く。次の画素の明度を求め、その画素
を演算エリア内に含む全ての光源の輝度上昇係数を書き換える。輝度削減係数がもし前の
値より大きい値であれば輝度削減係数を書き換え、等しいか小さい場合は前の値のままに
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する。
【００８１】
　これを画面上の全ての画素に対して順に計算し、光源の輝度削減係数を順次書き換えて
ゆく。
【００８２】
　全画素のスキャンが完了したときの各光源の輝度上昇係数の値Ｒｎが、光源に許される
輝度削減率となる。この輝度削減率に基づいて各光源のＰＷＭ調光を行った場合、バック
ライト全体の輝度分布は下式のようになる。

この調光後バックライト輝度と補正後画像との合成画像が原画像と等しくなる必要から、
補正後のＲＧＢ画像データのうちＲについては下式で求められる。
　　Ｐ１Ｒ（ｘ，ｙ）＝Ｐ０Ｒ（ｘ，ｙ）／Ｌ１（ｘ）
　また、Ｐ１Ｇ（ｘ，ｙ），Ｐ１Ｂ（ｘ，ｙ）も同様である。
【００８３】
　各光源の消費電力が全て等しい場合、この演算によって得られた結果を適用した場合の
消費電力削減率は、

で求められる。
【００８４】
　実際の映像表示装置においては、各光源のＧａｕｓｓ分布を毎回計算すると演算量が非
常に多くなり、映像信号に合わせたリアルタイム処理が困難となる。演算量を削減するた
め、光源ユニットの輝度分布に関する情報をメモリに記憶させておき、演算時に適宜参照
することが望ましい。例えば、各光源の位置ｘｎ、Ｇａｕｓｓ分布のσ値や演算エリア等
に相当するパラメータを記憶させ、さらにｘ＝０のＧａｕｓｓ分布に相当するＬＵＴ（Ｌ
ｏｏｋ　Ｕｐ　Ｔａｂｌｅ）をメモリ内に作成しておき、ｘの値をシフトしながら適宜参
照する等の手法を用いることができる。
【００８５】
　また、本実施形態ではｙ軸方向の輝度分布も一様ではなく、上下それぞれ非対称な分布
形状となっているが、この分布形状についても左右方向と同様に数値化し、ＬＵＴとして
メモリに記憶させておくなどの追加処置が必要となる。
【００８６】
　なお、輝度削減係数を計算する上記手順は、取り得る最小の値を与えるものではないた
め、計算手順の工夫によってさらに値を下げる余地が存在する。例えば、演算結果を初期
の値に戻して繰り返し演算を行うことにより、さらに低い消費電力削減量Ｄの値が得られ
る。このようなより高度な演算を行うかどうかは、映像信号の信号周波数と用いるエリア
アクティブ制御回路の演算能力との関係を考慮して調整することができる。
【００８７】
　エリアアクティブ制御後の輝度分布を図８に示す。図８は、図４ＡのＡ－Ａ’断面の輝
度分布を示す。各光源ユニット２を最大としたときの曲線６１に示す輝度分布に対し、エ
リアアクティブ制御により、曲線６２に示すように変化し、その結果、ＬＥＤバックライ
ト全体の輝度分布は、曲線６３に示すようになる。
【００８８】
　効果を定量的に把握するため、エリアアクティブ制御を行う場合の、行わない場合に対
する消費電力削減率を計算した。自然映像１９枚、人工画像６枚からなるテスト画像２５
枚を用いて、分割数を変えて上記の計算を行い、消費電力低減率の平均値を求めた。結果
を、図９に示す。
【００８９】
　分割数が比較的少ない範囲では分割数を増やすと消費電力低減効果が高まるが、さらに
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分割数を増やすと次第に頭打ちになる。今回の条件では、分割数を１４から２８に増加さ
せると消費電力低減率は３．２ポイント増加するが、さらに６４まで増加させても低減率
は２．０ポイントしか上乗せされなかった。分割数を増やすほど光源の個数が増加し高価
となる事を考慮すると、本実施形態のような１次元Ｇａｕｓｓ分布を前提とする場合では
１６～６４分割程度がコストパフォーマンス的に好適であると考えられる。
【００９０】
　なお、本実施形態のような１次元Ｇａｕｓｓ分布は、同じエリア分割数で比較すると縦
横いずれにもＧａｕｓｓ分布とした場合（いわゆる２次元Ｇａｕｓｓ分布）よりも消費電
力低減効果は大きくなる。例えば、縦４×横７エリアの２次元Ｇａｕｓｓ分布よりも縦１
×横２８エリアの１次元Ｇａｕｓｓ分布の方が消費電力は低くできる。これはエリア同士
の重なり部分が単純であることに起因すると考えられる。
【００９１】
　一方で、より明確にエリア間を区切る擬似矩形分布と比較すると、１次元Ｇａｕｓｓ分
布の方が消費電力低減効果は小さい。但し、先に述べたように１次元Ｇａｕｓｓ分布の方
がＬＥＤの輝度バラつきや光源ユニットの組立誤差に対する許容度が高いので、映像表示
装置の低価格化の面では有利となる。
【００９２】
　なお、上記の説明では、エリアアクティブ制御の演算を映像信号処理回路とは別体のＦ
ＰＧＡまたはＡＳＩＣで処理することを前提にしていたが、この演算を前段の映像信号処
理回路内部に取り込んで１チップ化することも可能である。なお、映像信号処理回路内部
では、ガンマ補正や倍速駆動などの様々な画像処理を行っている。これらについての説明
は省略したが、映像信号処理回路内部でエリアアクティブ制御を行う場合であっても、従
来の映像表示装置と同様にこれらの画像処理を行うことが可能である。
【００９３】
　上記構成の映像表示装置によれば、
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニット２と、
　上記各光源ユニット２に個別に電流を供給し上記各光源ユニット２を発光させる駆動回
路３１と、
　上記光源ユニット２からの光を利用して映像を表示する表示画面（液晶パネル１３）と
を備え、
　上記光源ユニット２は、上記表示画面の背面に配置され、少なくとも一つの導光体２１
と、各導光体２１に個別に設けられこの導光体２１に光を出射する少なくとも一つの光源
（白色ＬＥＤ２２）とを有し、
　上記導光体２１は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体２１内部を導光さ
れた光を上記表示画面方向に出射する光散乱部（光拡散パターン２１１）を有し、
　上記駆動回路３１は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源ユニット２を
制御し上記各光源ユニット２から発光される光束を個別に調整して、上記表示画面の画面
輝度を変化させる。
【００９４】
　したがって、複数の光源ユニット２（導光体２１）を用いることで、隣接する光源ユニ
ット２によって各光源ユニット２の輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが大きい
場合でも、輝度むらを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路３１により各光源
ユニット２を独立駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減
し、コントラストを向上できる。
【００９５】
　このように、従来の直下型およびサイドエッジ型のいずれよりも安価に、実用的なエリ
アアクティブ制御を行うことが可能となり、薄型でありながら低価格でかつ高コントラス
トで低消費電力の映像表示装置を実現することができる。
【００９６】
　また、上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記導光体２１の表面に印刷すること
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により形成されているので、印刷によって導光体２１表面に光拡散構造を容易に形成でき
るため、光源が安価となり、低価格な映像表示装置を実現することができる。
【００９７】
　また、上記導光体２１の両端面のそれぞれに、少なくとも一つの上記光源が配置され、
上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路３１によって、個別に制御されているの
で、導光体２１の両端面に光源を配置して独立駆動することで制御エリア数を２倍に増や
し、エリアアクティブ制御のコントラスト向上および消費電力低減効果をより高めること
ができる。
【００９８】
　また、上記駆動回路３１は、降圧型スイッチングコンバータ回路であるので、駆動回路
３１自体の面積を小さくし、多数の光源を独立駆動する場合でも駆動回路３１の価格を抑
えることができる。
【００９９】
　また、上記光源と上記駆動回路３１とは、同一の基板３上に実装されているので、小型
の駆動回路３１を光源と同一基板に実装することで、基板面積および接続部材を削減する
ことができる。また、駆動回路３１と光源との配線距離が短くなるため、駆動電流のオン
／オフによるノイズの発生が抑えられる。
【０１００】
　また、上記導光体２１は、一方向に延在し、上記複数の光源ユニット２は、一方向に直
交する他方向に配列され、一つの上記光源ユニット２を発光させた状態における上記表示
画面上の輝度分布は、上記他方向に、略ガウス分布となっているので、光源ユニット２単
体の輝度分布をガウス分布とすることで、光源の輝度バラつきや光源ユニット２の取り付
け位置ずれが発生しても画面上で輝度むらが目立たなくなる。従って、光源の輝度ランク
による選別が不要になるとともに組立容易性を高めることができる。
【０１０１】
　また、上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示画面に映像を表示する信号を処理
する映像回路（映像信号処理回路１７１）内に保持されているので、光源ユニット２の輝
度分布に関する情報を映像回路側で保有することで、エリアアクティブ制御に必要なバッ
クライト輝度分布の計算と補正画像の生成とを精度よく高速に行うことができる。
【０１０２】
　また、全ての上記光源ユニット２から発光される光束を最大とした状態における上記表
示画面上の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方もしくは両方において、中央部
を最大とし端部（周辺部）に向かうにつれて低下するような分布形状であるので、画面中
央部のピーク輝度を保ったまま端部の輝度を落とすことで、映像表示装置の消費電力をさ
らに低減し、エリアアクティブ制御による消費電力低減効果を一層強化することができる
。
【０１０３】
　また、上記構成の面光源装置（ＬＥＤバックライト１１）によれば、上記複数の光源ユ
ニット２と上記駆動回路３１とを備え、上記光源ユニット２は、上記導光体２１と上記光
源とを有し、上記導光体２１は、上記光散乱部を有し、上記駆動回路３１は、上記各光源
ユニット２を制御し上記各光源ユニット２から発光される光束を個別に調整するので、複
数の光源ユニット２（導光体２１）を用いることで、隣接する光源ユニット２によって各
光源ユニット２の輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが大きい場合でも、輝度む
らを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路３１により各光源ユニット２を独立
駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減し、コントラスト
を向上できる。
【０１０４】
　（第２の実施形態）
　図１０は、この発明の映像表示装置の第２の実施形態を示している。上記第１の実施形
態と相違する点を説明すると、この第２の実施形態では、導光体を２本用いて一つの光源
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ユニットを構成する点が相違する。上記第１の実施形態と同じ構成要素については図面上
で同じ記号を付し、説明は省略する。
【０１０５】
　図１０に示すように、光源ユニット２Ａでは、２本の導光体２１は、互いに平行に配列
され、２本の導光体２１の各端面には、アパーチャ２３が取り付けられている。一つのア
パーチャ２３は、一方の導光体２１の端面と他方の導光体２１の端面とを、同時に、固定
している。
【０１０６】
　光源である白色ＬＥＤ２２は、各導光体２１の両端面にそれぞれアパーチャ２３を介し
て配置されている。両ＬＥＤ２２の発光中心は、導光体２１の長手方向中心軸に対して互
いに反対方向にずらした位置に配置される。これにより、ＬＥＤ２２からの出射光が対向
するＬＥＤ２２に入ることによるロスを削減できる。
【０１０７】
　各導光体２１の両端のＬＥＤ２２は異なるＬＥＤ駆動回路３１に接続されており、それ
ぞれを独立駆動することで、上下方向にエリアを分割したエリアアクティブ制御が可能に
なる。
【０１０８】
　一方の導光体２１の光拡散パターン２１１と他方の導光体２１の光拡散パターン２１１
とは、互いに異なる。両方の導光体２１の両端に配置されている計４個のＬＥＤ２２はそ
れぞれ独立駆動可能である。
【０１０９】
　本実施形態において光源ユニット２Ａを点灯させた状態の拡散板１２上での輝度分布を
、図１１Ａ、図１１Ｂおよび図１１Ｃに示す。図１１Ｂは、図１１ＡのＡ－Ａ’断面での
輝度分布を表し、図１１Ｃは、図１１ＡのＢ－Ｂ’断面での輝度分布を表す。なお、拡散
板１２での輝度分布形状は、液晶パネル１３を白表示、即ち全画素を開いたときの画面上
での輝度分布形状と一致する。
【０１１０】
　一つの光源ユニット２Ａにおける４個のＬＥＤ２２を単独で点灯させた状態での拡散板
１２上の輝度分布は、曲線８１ａ，８１ｂ，８１ｃ，８１ｄに示すようになっている。こ
れら合計４個のＬＥＤ２２を点灯させた状態で、曲線８１に示す所望の山形輝度分布とな
るよう設計されている。この構成により、上下方向に４つの独立した制御エリアを設ける
ことができる。
【０１１１】
　一つの光源ユニット２Ａを点灯させたときの輝度分布は、導光体２１の短手方向には曲
線８２に示すようなＧａｕｓｓ分布（Ｇａｕｓｓｉａｎ）であり、全ての光源ユニット２
Ａを点灯させたときの輝度分布は、短手方向には直線８３で示される一様分布となる。
【０１１２】
　エリアアクティブ制御の演算処理手順は、基本的には上記第１の実施形態で説明したも
のと同様である。但し、上記第１の実施形態では上下方向に２分割がされていたのに対し
、本実施形態では上下方向に４分割されているため、エリアアクティブ制御によりさらに
消費電力を低減し、コントラストを向上させることができる。
【０１１３】
　（第３の実施形態）
　図１２は、この発明の映像表示装置の第３の実施形態を示している。上記第１の実施形
態と相違する点を説明すると、この第３の実施形態では、導光体の印刷パターン（光拡散
パターン）を画面中央部と画面周辺部とで変化させる点が相違する。上記第１の実施形態
と同じ構成要素については図面上で同じ記号を付し、説明は省略する。
【０１１４】
　図１２は、ＬＥＤバックライト１１の拡散板１２上輝度分布の水平方向（画面左右方向
）断面図を示す。光源ユニット２（導光体２１）は、画面中央部から画面周辺部に向かう
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につれて少しずつ配置間隔が広がるように、並べられている。また、導光体２１の光拡散
パターン２１１もそれぞれ異なるパターンとなっており、画面中央部から画面周辺部に向
かうにつれてＧａｕｓｓ分布のσ値が大きくなるように設計されている。個々のＬＥＤ２
２の全光束が等しく、同じ電流値・ＰＷＭ値で点灯させる場合、σ値が大きいＧａｕｓｓ
分布のピークは低くなる。従って、各光源ユニット２の曲線９１に示す輝度分布を全て足
し合わせて、ＬＥＤバックライト１１全体の輝度分布を求めると、曲線９２で示されるよ
うな山形分布となる。
【０１１５】
　本実施形態では、先の実施形態と異なり画面の上下方向だけでなく左右方向にも山形分
布とすることができる。画面の中央部の輝度を４５０～５００ｃｄ／ｍ２に保ったまま、
画面の上下左右全ての輝度を違和感のない範囲で下げられるので、ＬＥＤバックライトと
しての消費電力をさらに低減することが可能になる。
【０１１６】
　個々の光源ユニット２の発光光束を制御してエリアアクティブ制御を行う。エリアアク
ティブの計算手順は、基本的には第１の実施形態と同様である。但し、個々の光源ユニッ
ト２の輝度分布が異なるため、それらの輝度分布に関するパラメータまたはＬＵＴを別々
にメモリに記憶させておく必要がある。
【０１１７】
　つまり、表示画面の中央部に配置される導光体２１における光散乱部の配列パターンは
、表示画面の端部（周辺部）に配置される導光体２１における光散乱部の配列パターンと
異なるので、画面中央部と画面端部とで導光体２１の光拡散粒子のパターンを変えること
によって、導光体２１の長手方向だけでなく短手方向の画面輝度分布を制御することがで
きる。これにより、光源から取り出し可能な光を無駄にすることなく消費電力を低減する
ことができる。
【０１１８】
　なお、このような山形の輝度分布形状を形成する別の方法として、例えば直下型のＬＥ
Ｄバックライト１１において、画面左右に配置した光源ユニット２のＬＥＤ２２に流す電
流値やＰＷＭ駆動のデューティ値を変えることによって左右部分の輝度を落とすという方
法が考えられる。しかしその場合、周辺部のＬＥＤ２２は常に低い電流値またはＰＷＭデ
ューティ値で発光していることになるため、性能面で無駄が発生してしまう。一方、上記
で述べたような光拡散パターン２１１によって実現する方法では、周辺部の輝度を落とす
ことで節約された光束は中央部の輝度向上に寄与することになるため、ＬＥＤバックライ
ト１１全体として光束を有効活用でき、最小限のＬＥＤ個数で必要な画面輝度を得ること
が可能となる。換言すれば、映像表示装置として必要な画面輝度を達成しながら、より安
価な構成とすることができる。
【０１１９】
　上記のように、本実施形態では導光体２１の光拡散パターン２１１と配置間隔を個別に
変化させることで、安価な構成でありながら消費電力をさらに低減することが可能となる
。
【０１２０】
　なお、この発明は上述の実施形態に限定されない。例えば、上記実施形態においては、
ＬＥＤバックライトの光源として白色ＬＥＤを用いていたが、映像信号の各色に対応する
ＲＧＢ３色の光源を用いて、３色それぞれ独立にエリアアクティブ制御を行うことも可能
である。その場合、白色でのエリアアクティブ制御よりも高い消費電力低減効果が得られ
る。
【０１２１】
　これらの実施形態では、印刷による光拡散パターンによって光源ユニット輝度分布を制
御できるため、上に述べたＧａｕｓｓ分布や擬似矩形分布の他、必要に応じて任意の輝度
分布形状に設定することができる。例えば、画面の端に配置した光源ユニットは、シャー
シ側面での反射光の影響を受けて中央部分と異なる輝度分布となるが、この側面での反射
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の影響を計算に入れて端の光源ユニットの印刷パターンを中央部と異なるパターンとする
ことも可能である。
【０１２２】
　また、本発明では主に液晶テレビやＰＣ用モニタとして用いられる映像表示装置につい
て述べたが、他の装置にも応用することができる。応用例としてサインボード、公共表示
板、交通標識などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、本実施形態
で述べたＬＥＤバックライトは、映像表示装置の一部として組み込まれた形で用いるだけ
でなく、既存の映像表示装置への載せ替え用途などに向けて単独でモジュールや部品の形
態で活用することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１２３】
【図１】本発明の映像表示装置の第１実施形態を示す分解斜視図である。
【図２】映像表示装置のブロック図である。
【図３Ａ】映像表示装置に用いられる光源ユニットの平面図である。
【図３Ｂ】映像表示装置に用いられる光源ユニットの分解斜視図である。
【図４Ａ】映像表示装置の平面図である。
【図４Ｂ】図４ＡのＡ－Ａ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光源ユ
ニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図４Ｃ】図４ＡのＢ－Ｂ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光源ユ
ニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図５Ａ】従来の映像表示装置における擬似矩形型の輝度分布を示す図である。
【図５Ｂ】映像表示装置におけるＧａｕｓｓｉａｎ型の輝度分布を示す図である。
【図６】映像表示装置に用いられるＬＥＤ基板の平面図である。
【図７】映像表示装置に用いられるＬＥＤ駆動回路の概略回路図である。
【図８】映像表示装置において、エリアアクティブ制御を適用した場合の輝度分布を示す
図である。
【図９】映像表示装置において、エリアアクティブ制御のエリア分割数と消費電力との関
係を示す図である。
【図１０】本発明の映像表示装置の第２の実施形態に用いられる光源ユニットの構造を示
す平面図である。
【図１１Ａ】映像表示装置の平面図である。
【図１１Ｂ】図１１ＡのＡ－Ａ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光
源ユニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図１１Ｃ】図１１ＡのＢ－Ｂ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光
源ユニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図１２】本発明の映像表示装置の第３の実施形態における画面上の輝度分布を示す図で
ある。
【図１３】従来の直下型のＬＥＤバックライトを用いた映像表示装置において、ＬＥＤ使
用個数と装置の厚みおよび価格との関係を示す図である。
【符号の説明】
【０１２４】
　１　映像表示装置
　１１　ＬＥＤバックライト（面光源装置）
　１２　拡散板
　１３　液晶パネル（表示画面）
　１４　前キャビネット
　１５　シャーシ
　１６　スタンド
　１７　映像回路基板
　１７１　映像信号処理回路
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　２，２Ａ　光源ユニット
　２１　導光体
　２１１　光拡散パターン（光散乱部）
　２２　白色ＬＥＤ（光源）
　２３　アパーチャ
　３　ＬＥＤ基板
　３１　ＬＥＤ駆動回路
　４　制御回路基板
　４１　エリアアクティブ制御回路

【図１】 【図２】
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【図３Ａ】 【図３Ｂ】

【図４Ａ】 【図４Ｂ】
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【図４Ｃ】 【図５Ａ】

【図５Ｂ】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１Ａ】 【図１１Ｂ】

【図１１Ｃ】 【図１２】
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【図１３】

【手続補正書】
【提出日】平成22年3月10日(2010.3.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニットと、
　上記各光源ユニットに個別に電流を供給し上記各光源ユニットを発光させる駆動回路と
、
　上記光源ユニットからの光を利用して映像を表示する表示画面と
を備え、
　上記光源ユニットは、上記表示画面の背面に配置され、少なくとも一つの導光体と、各
導光体に個別に設けられこの導光体に光を出射する少なくとも一つの光源とを有し、
　上記導光体は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体内部を導光された光を
上記表示画面方向に出射する光散乱部を有し、
　上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源ユニットを制御し
上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画面の画面輝度を変
化させ、
　上記導光体は、一方向に延在し、上記複数の光源ユニットは、上記一方向に直交する他
方向に配列され、
　一つの上記光源ユニットを発光させた状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記
他方向に、略ガウス分布となり、
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　全ての上記光源ユニットから発光される光束を最大とした状態における上記表示画面上
の輝度分布は、上記他方向において略一様な分布となることを特徴とする映像表示装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の映像表示装置において、
　上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記導光体の表面に印刷することにより形成
されていることを特徴とする映像表示装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の映像表示装置において、
　上記導光体の両端面のそれぞれに、少なくとも一つの上記光源が配置され、
　上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路によって、個別に制御されていること
を特徴とする映像表示装置。
【請求項４】
　請求項１から３の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記駆動回路は、降圧型スイッチングコンバータ回路であることを特徴とする映像表示
装置。
【請求項５】
　請求項１から４の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記光源と上記駆動回路とは、同一の基板上に実装されていることを特徴とする映像表
示装置。
【請求項６】
　請求項１から５の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示画面に映像を表示する信号を処理する映
像回路内に保持されていることを特徴とする映像表示装置。
【請求項７】
　請求項１から６の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　全ての上記光源ユニットから発光される光束を最大とした状態における上記表示画面上
の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方もしくは両方において、中央部を最大と
し端部に向かうにつれて低下するような分布形状であることを特徴とする映像表示装置。
【請求項８】
　請求項１から７の何れか一つに記載の映像表示装置において、
　上記光散乱部は、上記導光体の長手方向に互いに間隔をおいて複数配列され、
　上記表示画面の中央部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンは
、上記表示画面の端部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンと異
なることを特徴とする映像表示装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、例えば、ＬＥＤ（発光ダイオード）を光源として用いた映像表示装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　テレビやＰＣモニタなどの用途に、透過型液晶表示素子を用いた映像表示装置の普及が
進んでいる。透過型液晶表示素子は、映像を表示する際に背面側に光源となるバックライ
トが必要となるが、このバックライトとして従来主流であったＣＣＦＬ（冷陰極管）に代
わり、近年ＬＥＤが用いられるようになってきている。
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【０００３】
　ＬＥＤを光源として用いたバックライト（以下ではＬＥＤバックライト）では、「エリ
アアクティブ制御」と呼ばれる輝度制御を行うことで、映像表示装置としての消費電力の
低減およびコントラストの向上が実現されることが知られている。なお、エリアアクティ
ブ制御は、文献によってはローカルディミング、２Ｄディミング等の名称で呼ばれること
があるが、以下ではエリアアクティブ制御に統一する。
【０００４】
　エリアアクティブ制御とは、バックライトを複数のエリア（領域）に分割して駆動し、
映像信号に合わせてエリアごとの画面輝度を制御する技術である。映像信号のうち明るい
部分に相当するエリアを明るく、暗い部分に相当するバックライトのエリアを暗く点灯さ
せる。同時に、バックライトの輝度を下げた分だけ映像信号を部分的に明るくする映像補
正を行い、表示される映像の変わらないようにする。
【０００５】
　エリアアクティブ制御を行わない場合、バックライトは常に全点灯しているため、映像
の暗い部分、即ち液晶表示素子の画素を閉じている部分であっても、画素の隙間からの漏
れ光が存在するため完全な黒にはならずやや白っぽく見えてしまう。この「白浮き」と呼
ばれる現象により、映像全体のコントラストが低下していた。これに対し、エリアアクテ
ィブ制御を行う場合は、映像の暗い部分に相当するエリアのバックライト光を弱めてやる
ことで漏れ光が低減される。従って、表示映像の明暗のコントラストを高めることができ
る。それに加えて、バックライトの光量を部分的に落としている分、従来の全点灯の場合
と比較して消費電力を低減することが可能になる。
【０００６】
　従来のＣＣＦＬバックライトにおいては、光源であるＣＣＦＬ自体の応答速度の制約に
より、映像信号に合わせて高速で調光することは困難であった。これに対しＬＥＤは数ｎ
ｓ程度の高速応答が可能であるため、６０Ｈｚ乃至１２０Ｈｚのフレーム速度のＨＤ画質
の映像信号に対してもリアルタイムで各エリアの輝度を変化させてエリアアクティブ制御
を行うことが可能になった。
【０００７】
　ＬＥＤバックライトの構造は、直下型とサイドエッジ型に大別されるが、そのいずれに
おいてもエリアアクティブ制御の実現が試みられている。なお、直下型は、点光源である
ＬＥＤを２次元平面状に多数配置して液晶素子を直接照射する構造である。サイドエッジ
型は、平板状の導光板の側面に配置したＬＥＤの光を導光板内に入射させ、導光板の上面
から光を取り出してバックライト光を得る構造である。
【０００８】
　例えば、特開２００７－３２４０４７号公報（特許文献１）においては、直下型ＬＥＤ
バックライトにおいて、ＬＥＤ同士の間に仕切りを設けて各ＬＥＤを個別駆動することで
エリアアクティブ制御を実現した形態が開示されている。
【０００９】
　また、特開２００７－２９３３３９号公報（特許文献２）においては、サイドエッジ型
ＬＥＤバックライトにおいて、導光板を分割することにより部分駆動を行い、エリアアク
ティブ制御を実現可能にした例が示されている。
【特許文献１】特開２００７－３２４０４７号公報
【特許文献２】特開２００７－２９３３３９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上述のようなエリアアクティブ制御を行う場合、エリアアクティブ制御
を行わない場合と比較して価格が非常に高価となるという問題が存在する。特許文献１に
示される直下型のＬＥＤバックライトにおいては、ＬＥＤを２次元平面状に敷き詰める必
要があるため、ＬＥＤの個数が多くなり、部材価格が高価となる傾向にある。価格を低減
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するためにはＬＥＤの個数を少なくすれば良いが、直下型のＬＥＤバックライトにおいて
は、ＬＥＤの個数が少ないとＬＥＤ同士の配置間隔が広がるため、均一な画面輝度を得る
ために各ＬＥＤからの光が液晶表示素子に到達する前に互いに混色させるための混色距離
が必要となる。そのため液晶表示素子とバックライトとの距離を離す必要が生じ、結果と
して映像表示装置の厚みが増大してしまう。即ち、直下型のＬＥＤバックライトにおいて
は、図１３に示すようにＬＥＤ個数、即ちバックライト装置の価格と装置の厚みとがトレ
ードオフの関係にある。
【００１１】
　これに対し、特許文献２に示されるような導光板を用いたサイドエッジ方式のＬＥＤバ
ックライトでは、導光板の中で光の混合を行うため、ＬＥＤの個数が少ない場合でも厚み
を薄く保つことが可能である。しかし、サイドエッジ方式においては光源の輝度ばらつき
に起因する輝度むらが発生しやすいため、ＬＥＤの発光色度ランクによる選別が必要とな
り、ＬＥＤの価格が高価となる傾向にある。また、画面面積と同じ大きさの導光板が必要
であるため、特に大型の映像表示装置においてその価格が高価となってしまう。従ってサ
イドエッジ方式においても、ＬＥＤバックライトの価格低減は困難となる。
【００１２】
　そこで、この発明の課題は、低価格、かつ少ないＬＥＤの個数でエリアアクティブ制御
が可能となる面光源装置としてのＬＥＤバックライトを提供することにある。また、薄型
でありながら低価格で、かつ高コントラストおよび低消費電力の映像表示装置を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、この発明の映像表示装置は、
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニットと、
　上記各光源ユニットに個別に電流を供給し上記各光源ユニットを発光させる駆動回路と
、
　上記光源ユニットからの光を利用して映像を表示する表示画面と
を備え、
　上記光源ユニットは、上記表示画面の背面に配置され、少なくとも一つの導光体と、各
導光体に個別に設けられこの導光体に光を出射する少なくとも一つの光源とを有し、
　上記導光体は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体内部を導光された光を
上記表示画面方向に出射する光散乱部を有し、
　上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源ユニットを制御し
上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画面の画面輝度を変
化させ、
　上記導光体は、一方向に延在し、上記複数の光源ユニットは、上記一方向に直交する他
方向に配列され、
　一つの上記光源ユニットを発光させた状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記
他方向に、略ガウス分布となり、
　全ての上記光源ユニットから発光される光束を最大とした状態における上記表示画面上
の輝度分布は、上記他方向において略一様な分布となることを特徴としている。
【００１４】
　この発明の映像表示装置によれば、上記複数の光源ユニットと上記駆動回路と上記表示
画面とを備え、上記光源ユニットは、上記導光体と上記光源とを有し、上記導光体は、上
記光散乱部を有し、上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源
ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画
面の画面輝度を変化させるので、複数の光源ユニット（導光体）を用いることで、隣接す
る光源ユニットによって各光源ユニットの輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが
大きい場合でも、輝度むらを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路により各光
源ユニットを独立駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減
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し、コントラストを向上できる。また、上記導光体は、一方向に延在し、上記複数の光源
ユニットは、他方向に配列され、一つの上記光源ユニットを発光させた状態における上記
表示画面上の輝度分布は、上記他方向に、略ガウス分布となっているので、光源ユニット
単体の輝度分布をガウス分布とすることで、光源の輝度バラつきや光源ユニットの取り付
け位置ずれが発生しても画面上で輝度むらが目立たなくなる。従って、光源の輝度ランク
による選別が不要になるとともに組立容易性を高めることができる。
【００１５】
　したがって、従来の直下型およびサイドエッジ型のいずれよりも安価に、実用的なエリ
アアクティブ制御を行うことが可能となり、薄型でありながら低価格でかつ高コントラス
トで低消費電力の映像表示装置を実現することができる。
【００１６】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記
導光体の表面に印刷することにより形成されている。
【００１７】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記
導光体の表面に印刷することにより形成されているので、印刷によって導光体表面に光拡
散構造を容易に形成できるため、光源が安価となり、低価格な映像表示装置を実現するこ
とができる。
【００１８】
　また、一実施形態の映像表示装置では、
　上記導光体の両端面のそれぞれに、少なくとも一つの上記光源が配置され、
　上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路によって、個別に制御されている。
【００１９】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記導光体の両端面のそれぞれに、少なくとも
一つの上記光源が配置され、上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路によって、
個別に制御されているので、導光体の両端面に光源を配置して独立駆動することで制御エ
リア数を２倍に増やし、エリアアクティブ制御のコントラスト向上および消費電力低減効
果をより高めることができる。
【００２０】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記駆動回路は、降圧型スイッチングコンバー
タ回路である。
【００２１】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記駆動回路は、降圧型スイッチングコンバー
タ回路であるので、駆動回路自体の面積を小さくし、多数の光源を独立駆動する場合でも
駆動回路の価格を抑えることができる。
【００２２】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記光源と上記駆動回路とは、同一の基板上に
実装されている。
【００２３】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記光源と上記駆動回路とは、同一の基板上に
実装されているので、小型の駆動回路を光源と同一基板に実装することで、基板面積およ
び接続部材を削減することができる。また、駆動回路と光源との配線距離が短くなるため
、駆動電流のオン／オフによるノイズの発生が抑えられる。
【００２４】
【００２５】
【００２６】
　また、一実施形態の映像表示装置では、上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示
画面に映像を表示する信号を処理する映像回路内に保持されている。
【００２７】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示
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画面に映像を表示する信号を処理する映像回路内に保持されているので、光源ユニットの
輝度分布に関する情報を映像回路側で保有することで、エリアアクティブ制御に必要なバ
ックライト輝度分布の計算と補正画像の生成とを精度よく高速に行うことができる。
【００２８】
　また、一実施形態の映像表示装置では、全ての上記光源ユニットから発光される光束を
最大とした状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方
もしくは両方において、中央部を最大とし端部に向かうにつれて低下するような分布形状
である。
【００２９】
　この実施形態の映像表示装置によれば、全ての上記光源ユニットから発光される光束を
最大とした状態における上記表示画面上の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方
もしくは両方において、中央部を最大とし端部に向かうにつれて低下するような分布形状
であるので、画面中央部のピーク輝度を保ったまま端部の輝度を落とすことで、映像表示
装置の消費電力をさらに低減し、エリアアクティブ制御による消費電力低減効果を一層強
化することができる。
【００３０】
　また、一実施形態の映像表示装置では、
　上記光散乱部は、上記導光体の長手方向に互いに間隔をおいて複数配列され、
　上記表示画面の中央部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンは
、上記表示画面の端部に配置される上記導光体における上記光散乱部の配列パターンと異
なる。
【００３１】
　この実施形態の映像表示装置によれば、上記光散乱部は、上記導光体の長手方向に互い
に間隔をおいて複数配列され、上記表示画面の中央部に配置される上記導光体における上
記光散乱部の配列パターンは、上記表示画面の端部に配置される上記導光体における上記
光散乱部の配列パターンと異なるので、画面中央部と画面端部とで導光体の光拡散粒子の
パターンを変えることによって、導光体の長手方向だけでなく短手方向の画面輝度分布を
制御することができる。これにより、光源から取り出し可能な光を無駄にすることなく消
費電力を低減することができる。
【００３２】
【００３３】
【発明の効果】
【００３４】
　この発明の映像表示装置によれば、上記複数の光源ユニットと上記駆動回路と上記表示
画面とを備え、上記光源ユニットは、上記導光体と上記光源とを有し、上記導光体は、上
記光散乱部を有し、上記駆動回路は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源
ユニットを制御し上記各光源ユニットから発光される光束を個別に調整して、上記表示画
面の画面輝度を変化させるので、薄型でありながら低価格でかつ高コントラストで低消費
電力の映像表示装置を実現することができる。
【００３５】
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　以下、この発明を図示の実施の形態により詳細に説明する。
【００３７】
　（第１の実施形態）
　図１は、この発明の映像表示装置の第１実施形態である分解斜視図を示している。図２
は、その主要な部分の構成を示すブロック図を示している。図１と図２に示すように、映
像表示装置１は、（面光源装置としての）ＬＥＤバックライト１１、拡散板１２、（表示
画面としての）透過型液晶パネル１３、前キャビネット１４、シャーシ１５、スタンド１
６および映像回路基板１７などによって構成される。実際の映像表示装置は、これ以外に
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も多数の部品が存在するが、本発明の主旨に影響を与えない部分は、以下では、図示およ
び説明を省略する。
【００３８】
　ＬＥＤバックライト１１は、複数の光源ユニット２と、光源ユニット２を駆動するため
のＬＥＤ基板３および制御回路基板４とを有する。これらの詳細な構造および動作につい
ては後で説明する。本実施形態においては、液晶パネル１３の画面サイズは９３０ｍｍ×
５３０ｍｍ（４２型）であり、この液晶パネル１３の背面側、即ち表示面と反対の側に、
ＬＥＤバックライトの構成単位である３２本の光源ユニット２が等間隔で配置されている
。本実施形態では導光体の長手方向が表示画面の短辺側に向くように並べられているが、
長手方向が画面長辺側に向くように並べる実施形態も可能である。
【００３９】
　透過型液晶パネル１３を用いた映像表示装置１の基本的な動作について説明する。外部
から電流が供給され、ＬＥＤ基板３上に搭載されたＬＥＤ駆動回路３１を動作させる。Ｌ
ＥＤ駆動回路３１は光源ユニット２に含まれる白色ＬＥＤ光源を点灯させる。光源ユニッ
ト２から前方の液晶パネル１３側に出射した光は、拡散板１２を通過し、バックライト光
として液晶パネル１３の背面に照射される。
【００４０】
　一方で、図示しないチューナその他の機器から映像回路基板１７に映像信号が入力され
る。この信号は映像回路基板１７に搭載された画像処理回路によって処理され、液晶パネ
ル１３内部に実装された図示しないゲートドライバおよびソースドライバに入力される。
【００４１】
　液晶パネル１３は縦横多数の画素構造を有しており、各画素にはトランジスタスイッチ
が設けられている。ゲートドライバおよびソースドライバは、映像信号に応じて適切なタ
イミングでトランジスタスイッチのオンおよびオフを切り替える。液晶パネル１３内の１
つの画素において、トランジスタスイッチがオンの場合は液晶素子に照射されたバックラ
イト光が通過し白表示となり、オフの場合は遮断され黒表示となる。
【００４２】
　このように液晶パネルの各画素に入射したバックライト光の通過と遮断とを切り替える
操作を画面内の全画素に対して行うことで、映像信号に対応する画像が液晶パネル１３の
画面上に表示されることになる。この画像表示を、入力された映像信号の１フレームであ
る１／６０秒ごとに書き換えてやることで、映像を動画として液晶画面上に表示させるこ
とができる。
【００４３】
　図１において、シャーシ１５の内側表面には反射シートが貼り付けられている。反射シ
ートはＰＥＴ（ポリエチレンテレフタラート）やＰＣ（ポリカーボネート）等の樹脂材料
からなる白色のシートであり、ＬＥＤバックライト１１からの出射光のうち前方の液晶パ
ネル方向に入射しなかった成分を拡散反射させてその方向を変化させ、液晶パネル１３に
入るようにすることでＬＥＤ光源の輝度を向上させるという役割を有する。
【００４４】
　拡散板１２は、ＰＣやＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）等の材料からなる拡散性を
有する平板であり、一方の面から入射した光を内部で拡散反射させてから対向する面より
出射させる機能を有する。本映像表示装置においては、異なるＬＥＤ光源から出射したバ
ックライト光を互いに混合し、均一な画面輝度を得るために設けている。映像表示装置の
画面輝度や視野角特性を向上させるなどの目的のため、他の光学シートを拡散板１２に付
加して用いることがある。
【００４５】
　前キャビネット１４、シャーシ１５およびスタンド１６は、液晶パネル１３やＬＥＤバ
ックライト１１その他部品を保持するための機構部品である。
【００４６】
　ＬＥＤバックライト１１の構成要素である光源ユニット２の構造について説明する。図
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３Ａに、光源ユニット２の側面図を示し、図３Ｂに、光源ユニット２を分解した状態を示
す。１本の光源ユニット２は、棒状の導光体２１、光源としての白色ＬＥＤ２２、および
、アパーチャ２３を有する。導光体はＰＭＭＡ樹脂製の細長い角柱形状であり、表面に光
拡散パターン２１１が設けられている。なお、導光体の材料としては、ＰＭＭＡの他、Ｐ
Ｃやガラスなど、光学的な要求特性を満たすような任意の透明材料を用いることができる
。また、導光体の形状は本実施形態で述べるような四角柱形状に限定されるものではなく
、全反射により内部を導光可能な形状であれば他の形状でも構わない。
【００４７】
　本実施形態では、導光体２１の寸法は幅１０ｍｍ×高さ６ｍｍ×長さ５３０ｍｍ、映像
表示装置１内での導光体２１同士の配置間隔は約２７ｍｍ、導光体２１下面から液晶パネ
ル１３までの距離は約１８ｍｍである。本実施形態において、導光体の幅（１０ｍｍ）は
導光体同士の配置間隔（２７ｍｍ）より広いため、導光体同士の間に約１７ｍｍの隙間が
存在する。即ち、隣り合う導光体同士が離間しているという点で、従来技術に述べたサイ
ドエッジ型のバックライトとは異なっている。これらの数値は設計の一例であり、必要に
応じて適宜変更することができる。なお、サイドエッジ型のバックライトに対する本発明
の優位性を発揮するためには、導光体同士の配置間隔は導光体幅の１．５倍以上であるこ
とが望ましい。
【００４８】
　光源である白色ＬＥＤ２２は、導光体２１の両端面にそれぞれアパーチャ２３を介して
配置されている。両ＬＥＤ２２の発光中心は、導光体２１の長手方向中心軸に対して互い
に反対方向にずらした位置に配置される。これにより、ＬＥＤ２２からの出射光が対向す
るＬＥＤ２２に入ることによるロスを少なくすることができる。
【００４９】
　導光体２１の光拡散パターン２１１は、両方のＬＥＤ２２を点灯させたときに所望の輝
度分布となるよう最適化されている。導光体２１の光拡散パターン２１１は、透明樹脂中
に光散乱性を有する拡散微粒子を混合したものをスクリーン印刷法によって導光体２１表
面に線状にパターニングすることで形成されている。パターン２１１を形成する線は、Ｌ
ＥＤ２２から入射されて全反射により導光体２１内部を導光された光を、液晶パネル１３
方向に出射する光散乱部である。この光散乱部は、導光体２１の長手方向に間隔をおいて
複数配置されている。光散乱部（パターン２１１を形成する線）の分布において、導光体
２１の長手方向中央部が密であり、導光体２１の長手方向端部が粗である。
【００５０】
　なお、光散乱部は線状ではなく、ドット状でも同様の効果を得ることが可能である。さ
らに、上記の印刷による光拡散パターン以外に、マイクロプリズム、Ｖ型形状の溝、マイ
クロレンズ構造等の光を散乱、反射させる効果を有する手段によるものでも同様の効果が
得られるため、上記に限定されるものではない。
【００５１】
　この光拡散パターン２１１は、導光体２１を映像表示装置１のシャーシ１５に配置した
際の上面および両側面に相当する面に印刷されている。導光体２１の下面には、シャーシ
１５の上に配置された反射シートに接している。なお、導光体２１の上面とは、導光体２
１の液晶パネル１３側を向く面であり、導光体２１の下面とは、導光体２１のシャーシ１
５側を向く面である。
【００５２】
　導光体２１の片方の端部には、光源である白色ＬＥＤ２２が配置されている。白色ＬＥ
Ｄ２２は青色ＬＥＤチップの上方に蛍光体を配置した構造を有する。ＬＥＤチップの青色
光の一部を吸収した蛍光体が放出する黄色の蛍光と元の青色光とが混色することにより白
色の光が得られる。なお、ＬＥＤの構造は上記に限るものではなく、例えば黄色蛍光体で
はなく赤色・緑色の２種類の蛍光体を用いる方式や、ＲＧＢ３色のＬＥＤチップの混色に
よって白色光を得る方式であっても構わない。白色ＬＥＤ２２はＬＥＤ基板３上に実装さ
れ、後述するＬＥＤ駆動回路３１に電気的に接続されている。
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【００５３】
　白色ＬＥＤ２２と導光体２１との間にはアパーチャ２３が設けられている。ＬＥＤから
の光を取り込む貫通穴２３１を有し、貫通穴２３１の側面は光を反射させるため傾斜を設
けたリフレクタ形状となっている。また、導光体２１と結合する部分には、導光体２１を
位置決めするための溝部２３２を有する。白色ＬＥＤ２２の出射光の配光特性は、通常半
値全角が１２０度のＬａｍｂｅｒｔ分布またはそれに近い分布であるため、アパーチャ２
３を設けない場合は多くの光が導光体２１に入射せず漏れ光となってしまう。アパーチャ
２３を設けることで導光体２１に大部分の光を入射させ、白色ＬＥＤ２２と導光体２１と
の光結合効率を向上させることができる。アパーチャ２３の材料としては、白色顔料を混
合した高拡散反射性樹脂や誘電体多層膜を用いたフィルム、またはアルミ等の金属が用い
られる。但し、金属材を用いる場合は電極やＬＥＤ基板パターンとのショート防止のため
の配慮が必要である。
【００５４】
　導光体２１内部に入射した光は、空気と導光体２１との屈折率差により角度が変化する
ため、ほぼ全てが臨界角よりも大きい角度で導光体２１側面と空気との境界面に入射する
。そのため境界面で全反射を起こし、外部に出ることなく導光体２１内部を伝播する。但
し、光拡散パターン２１１内の拡散微粒子に当たった光は、拡散反射によって角度が変え
られて全反射条件が崩れるため、その一部が導光体２１外部に放出されることになる。
【００５５】
　導光体２１の対向する２面は平行に形成されているため、入射した光は、光拡散パター
ン２１１内の拡散微粒子に衝突しない限り全反射を繰り返しながら内部を伝播してゆく。
但し、導光体２１表面に加工痕などの微細な凹凸があると、全反射条件が崩れて伝播する
べき光の一部が導光体２１外に放出され損失となる。従って導光体２１の表面は数μｍオ
ーダーの面粗さで製造されることが望ましい。
【００５６】
　なお、ＬＥＤ２２を導光体２１の一方の端部のみに配置してもよい。この場合、導光体
２１の他方の端部には、高拡散反射性樹脂や誘電体多層膜を用いたフィルムからなる反射
板を設けることで、拡散微粒子に衝突せずに全反射を繰り返して端部まで伝播した光は、
反射板により向きを変えて伝播を繰り返すことになる。
【００５７】
　伝播する途中で光拡散パターン２１１内の拡散微粒子に衝突した光は、拡散板１２を経
由して液晶パネル１３の背面に入射し、バックライト光となる。光拡散パターン２１１が
密な部分は伝播光が衝突してバックライト光となる確率が高く、疎な部分はその確率が低
い。したがって、印刷する光拡散パターン２１１の粗密によって、出射光の局所的な輝度
分布を任意に変化させることができる。
【００５８】
　この光をバックライト光として用いるためには、後述するエリアアクティブ制御を行わ
ない状態、即ちＬＥＤを全点灯した状態で、拡散板１２を通過した位置で均一な輝度を得
る必要がある。ある光拡散パターン２１１に対し、光学シミュレーションソフトを用いた
光線追跡を行うことにより拡散板１２を透過した状態での輝度分布が得られるため、この
結果を光拡散パターン２１１にフィードバックしシミュレーションを繰り返すことで、拡
散板１２上で所望の輝度分布を得るために最適な導光体２１の光拡散パターン２１１を決
定することができる。
【００５９】
　本実施形態において光源ユニット２を点灯させた状態の拡散板１２上での輝度分布を、
図４Ａ、図４Ｂおよび図４Ｃに示す。図４Ｂは、図４ＡのＡ－Ａ’断面での輝度分布を表
し、図４Ｃは、図４ＡのＢ－Ｂ’断面での輝度分布を表す。なお、拡散板１２での輝度分
布形状は、液晶パネル１３を白表示、即ち全画素を開いたときの画面上での輝度分布形状
と一致する。
【００６０】
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　本実施例においては、１本の光源ユニット２を点灯させたときの輝度分布は、導光体２
１の短手方向には曲線５２に示すようなＧａｕｓｓ分布（Ｇａｕｓｓｉａｎ）であり、長
手方向には曲線５１に示すような山形分布、即ち中央部をピークとして両端に向かうにつ
れて一様に減少するような分布となっている。なお、１本の光源ユニット２の片側のみを
点灯させた場合の長手方向輝度分布は、曲線５１ａ，５１ｂに示すような非対称な分布形
状となっており、両方を点灯させることで５１ａ，５１ｂの和として山形分布が実現され
ている。
【００６１】
　本実施形態においては、３２本の光源ユニット２が導光体２１の短手方向に等間隔で配
置されている。光源ユニット２を全て最大光束で発光させた状態でのＬＥＤバックライト
１１全体の輝度分布は、全ての光源ユニット２の輝度分布の和となるため、長手方向には
曲線５１で示される山形分布、短手方向には直線５３で示される一様分布となる。
【００６２】
　従来技術で述べたサイドエッジ型ＬＥＤバックライトにおいては、図５Ａに示すように
、１つのエリアに相当する領域の拡散板１１２上での輝度分布の断面は、矩形に近い形状
であった。しかし、その場合、個々の光源１０２に輝度ばらつきが発生した場合、複数の
光源１０２の点灯時の拡散板１１２上の輝度は、急激に変化する。そのため画面上で輝度
むらとして知覚されやすくなる。これに対し、本実施形態のようなＧａｕｓｓ分布の場合
は、図５Ｂに示すように、なだらかに変化し、しかも、隣接エリアによって変化が緩和さ
れるため、輝度むらが知覚されにくいという特長がある。従ってＬＥＤ単体の輝度ばらつ
きが大きい場合でも輝度むらを緩和し、ＬＥＤバックライトを安価にすることができる。
【００６３】
　一方、光源ユニット２の輝度分布の長手方向断面は山形分布となっており、光源ユニッ
ト２を複数本並べて得られる輝度分布の画面短辺方向断面も、画面中央部が高く上下両端
に向かうにつれて低下する分布となる。液晶ＴＶやＰＣモニタ等の通常の映像表示装置に
求められる画面輝度は、４５０～５００ｃｄ／ｍ２程度であるが、画面中央で４５０～５
００ｃｄ／ｍ２の輝度を保ったまま周辺部輝度をその半分程度まで落としても、視聴者の
眼にはさほど違和感は知覚されない。従ってこのような分布形状とすることで、所望の画
面輝度を得るのに必要な光束を減らし、消費電力を低減することができる。
【００６４】
　さらに、本実施形態における１本の導光体２１の両端のＬＥＤ２２は、それぞれ異なる
ＬＥＤ駆動回路３１に接続されており、各々を独立駆動することで、導光体２１の一方の
ＬＥＤ２２を画面の上に配置し、導光体２１の他方のＬＥＤ２２を画面の下に配置した状
態で、画面上下方向にエリアを分割したエリアアクティブ制御が可能になる。そのため、
制御エリア数が導光体２１の本数の２倍になり、さらに消費電力を低減し、コントラスト
を向上させることができる。
【００６５】
　次に、ＬＥＤ駆動回路３１の構成について説明する。図６に示すように、ＬＥＤ駆動回
路３１は、ＬＥＤ２２が実装されているＬＥＤ基板３上に、ＬＥＤ２２と同じ面に配置さ
れている。ＬＥＤ基板３は両面基板であり、１つのＬＥＤ基板３に複数個のＬＥＤ２２お
よびＬＥＤ駆動回路３１が配置されている。ＬＥＤ基板３裏面には、ＬＥＤ２２の放熱の
ための熱伝導シートおよびヒートシンクが配置される。
【００６６】
　図７に示すように、ＬＥＤ駆動回路３１は、制御ＩＣ３１１、インダクタ３１２、転流
ダイオード３１３等からなる降圧型スイッチングコンバータ回路であり、外部から入力さ
れた電圧をスイッチング動作によって降圧してＬＥＤ２２に供給している。なお、スイッ
チング用のＦＥＴ３１４は制御ＩＣ３１１に内蔵されている。ＬＥＤ２２に直列に接続さ
れたセンス抵抗ＲＳＥＮの両端電圧を制御ＩＣ３１１でモニタし、降圧スイッチング動作
へのフィードバックを行うことで、ＬＥＤ２２に供給される電流が一定に保たれている。
【００６７】
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　本実施形態においては、ＬＥＤ駆動回路３１の構成を簡素な降圧型スイッチングコンバ
ータ形式としている。他の駆動方式、例えば昇圧型コンバータやＳＥＰＩＣコンバータ等
と比較して部品点数を削減し、回路を小型化することができる。また、本駆動回路３１に
おいて最も大きな部品はインダクタ３１２であるが、出力電力が等しい場合、降圧駆動回
路のインダクタンス値はスイッチング周波数が高いほど小さくできるため、回路の小型化
のためには降圧動作のスイッチング周波数をできるだけ高くする必要がある。出力電力を
１～２Ｗとすると、スイッチング周波数は５００ｋＨｚ以上であることが望ましい。本実
施形態では１．４ＭＨｚのスイッチング周波数で降圧動作を行っている。駆動回路の実装
面積は２０ｍｍ×７ｍｍ×２ｍｍと小型であり、映像表示装置１の側面のスペースを利用
して、ＬＥＤ２２と同一の基板３上に搭載することが可能になっている。
【００６８】
　制御ＩＣ３１１にはイネーブル端子ＥＮＡが存在し、本端子に外部からディジタル信号
を与えることでスイッチング動作の動作／停止を瞬時に切り替えることができる。各ＬＥ
Ｄ駆動回路３１のイネーブル端子は外部の制御基板に接続されており、制御基板のＦＰＧ
Ａから０％から１００％までの任意のデューティのＰＷＭ信号を送信することにより、各
光源ユニット２の調光を行うことができる。このＰＷＭ信号の周波数は、低すぎると調光
時にチラつきとして知覚され、高すぎるとスイッチング周波数との差が小さくなりＰＷＭ
の分解能が低下する。望ましい周波数範囲としては２００Ｈｚから１ｋＨｚ程度であると
考えられる。
【００６９】
　エリアアクティブ制御を行う場合、光源であるＬＥＤ２２を個別に駆動するためそれぞ
れに独立なＬＥＤ駆動回路３１を設ける必要がある。そのためＬＥＤ駆動回路３１とＬＥ
Ｄ２２とを接続する配線の本数が多くなって煩雑となる傾向がある。また、ＰＷＭによる
ＬＥＤ２２の駆動を行う場合、ＬＥＤ２２に流れる大電流が頻繁にオン／オフを繰り返す
ことにより、電磁ノイズの発生も懸念される。本実施形態においては、小型のＬＥＤ駆動
回路３１をＬＥＤ２２と同一の基板上に配置することにより、ＬＥＤ駆動回路３１とＬＥ
Ｄ２２との配線をＬＥＤ基板３上に最短距離で形成することができる。従って、多数の配
線の接続が煩雑となり、また電磁ノイズの発生を最小限に抑えることができる。但し、制
御基板と各ＬＥＤ駆動回路３１のイネーブル端子とを接続するＰＷＭ信号線は、ＬＥＤ駆
動回路３１の個数分だけ独立に送信してやる必要がある。
【００７０】
　続いて、本実施形態におけるエリアアクティブ制御の動作について、再び図２を参照し
ながら説明する。図２において、チューナもしくは他の機器から入力された信号を復号し
て得られたＲＧＢ各１０ｂｉｔのディジタル信号は、映像回路基板１７内の映像信号処理
回路１７１に送られる。映像信号処理回路１７１では、この信号を液晶パネル１３に表示
するのに適した信号に変換して制御回路基板４内のエリアアクティブ制御回路４１に送信
する。伝送時の信号品位を保つため、両回路間の信号伝送はＬＶＤＳ（Ｌｏｗ　Ｖｏｌｔ
ａｇｅ　Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｉｇｎａｌｉｎｇ）形式で行われ、送信部および
受信部にはそれぞれＬＶＤＳトランスミッタおよびＬＶＤＳレシーバが用いられる。
【００７１】
　制御回路基板４内には、光源ユニット２の各種パラメータを記憶するメモリ４２が設け
られている。エリアアクティブ制御回路４１は、入力されたＲＧＢ各１０ｂｉｔのディジ
タル信号を解析し、メモリ４２を参照しながら後述する手順によって３２本のＰＷＭ信号
およびＲＧＢ各１０ｂｉｔの補正後映像信号を生成する。ＰＷＭ信号はＬＥＤ基板３に送
信され、各ＬＥＤ駆動回路３１のイネーブル端子に入力される。このイネーブル端子によ
って、ＬＥＤ駆動回路３１のスイッチングコンバータとしての動作／停止が切り替わるよ
うになっている。従って、このＰＷＭ信号のデューティを０％から１００％まで変化させ
ることによって、ＬＥＤを全消灯から全点灯まで任意に調光することができる。
【００７２】
　また、補正後映像信号は、液晶コントローラ１８に送信された後、適切なタイミングで
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液晶パネル１３上の図示しないソースドライバおよびゲートドライバに送信され、画像と
して液晶パネル上に表示される。なお、映像信号処理回路１７１やエリアアクティブ制御
回路４１内で演算を行う間に信号の遅延が生じるが、ＬＥＤバックライト１１の輝度変化
と液晶パネル１３の映像表示との間に時間差が生じないように、各回路内で各信号の遅延
量が制御されている。
【００７３】
　映像信号処理回路１７１やエリアアクティブ制御回路４１は、映像信号の伝送速度に合
わせたリアルタイムの高速演算および多数の入出力端子が必要であるため、ＦＰＧＡ（Ｆ
ｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）やＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉ
ｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｅｄ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）によって
実現するのが適している。
【００７４】
　エリアアクティブ制御におけるＰＷＭ信号および補正後映像信号の具体的な生成手順に
ついて説明する。基本的なアルゴリズムについては、従来の特許文献で開示されている計
算方法を用いることができる。但し、本実施形態では光源ユニット２の拡散板１２上輝度
分布をＧａｕｓｓ分布となるよう設計しているため、その影響で多少の修正が必要となる
。以下では計算手順の一例を示すが、これに限定されるものではなく、バックライトの構
成その他に応じて種々の変更を加えることができる。
【００７５】
　画面中央を原点とし、画面左右方向即ち導光体２１の短手方向にｘ軸、画面上下方向即
ち導光体２１の長手方向にｙ軸をとる。本実施形態では、ｙ軸方向の輝度分布は山形分布
であり、かつ上下２つのエリアに別れているが、以下の計算では簡単のためｙ軸方向の輝
度分布は一様であるとする。
【００７６】
　ｘ＝ｘｎの位置に存在する光源ユニットを点灯させたときの画面上輝度分布は、下式の
Ｇａｕｓｓ分布となる。
　　Ｇｎ（ｘ）＝Ｋｎ・ｅｘｐ（－（ｘ－ｘｎ）２／（２σ２））
　但し、σはＧａｕｓｓ分布の標準偏差、即ち光源の広がりを表す。ＫｎはＧｎ（ｘｎ）
で与えられるＧａｕｓｓ分布のピーク値であり、光源および導光体の光拡散パターンが同
一であればｘｎにかかわらず一定となる。
【００７７】
　ここで、ｘ－ｘｎが大きい（光源から離れた）領域では、Ｇ（ｘ）の値は極めて小さな
値となるので、計算の際は無視して構わない。無視できる範囲は、ＬＥＤの調光に用いる
ＰＷＭの分解能などから決定される。例えば、ＰＷＭ分解能を８ｂｉｔ即ち１／２５６と
した場合、その半分の１／５１２を下回る数値は微小であり０と見なしても全体に影響を
与えないとして計算を打ち切ることができる。これによって一つの光源に対して演算を行
う画面上の領域が決まる。これをその光源に対する演算エリアと呼ぶ。
【００７８】
　ＬＥＤバックライト全体の輝度分布は、全ての光源ユニットの輝度分布の総和となる。

【００７９】
　原画像がＲＧＢ各ｍ－ｂｉｔの信号Ｐ０Ｒ（ｘ，ｙ），Ｐ０Ｇ（ｘ，ｙ），Ｐ０Ｂ（ｘ
，ｙ），として与えられたとき、まず各画素のＲＧＢのうちの最大値を抽出し、最大値（
２ｍ－１）を１として正規化する。これを各画素の明度値Ｐ０（ｘ，ｙ）と呼ぶ。
【００８０】
　各光源について輝度削減係数を求める。最初の画素の明度Ｐ０（ｘ，ｙ）が０．５であ
った場合、この画素の明度を補正により１にすると仮定すると、バックライト光は少なく
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とも初期値の０．５倍まで落とせる余地があることになる。従って、その画素を演算エリ
ア内に含む全ての光源の輝度削減係数を０．５と置く。次の画素の明度を求め、その画素
を演算エリア内に含む全ての光源の輝度上昇係数を書き換える。輝度削減係数がもし前の
値より大きい値であれば輝度削減係数を書き換え、等しいか小さい場合は前の値のままに
する。
【００８１】
　これを画面上の全ての画素に対して順に計算し、光源の輝度削減係数を順次書き換えて
ゆく。
【００８２】
　全画素のスキャンが完了したときの各光源の輝度上昇係数の値Ｒｎが、光源に許される
輝度削減率となる。この輝度削減率に基づいて各光源のＰＷＭ調光を行った場合、バック
ライト全体の輝度分布は下式のようになる。

この調光後バックライト輝度と補正後画像との合成画像が原画像と等しくなる必要から、
補正後のＲＧＢ画像データのうちＲについては下式で求められる。
　　Ｐ１Ｒ（ｘ，ｙ）＝Ｐ０Ｒ（ｘ，ｙ）／Ｌ１（ｘ）
　また、Ｐ１Ｇ（ｘ，ｙ），Ｐ１Ｂ（ｘ，ｙ）も同様である。
【００８３】
　各光源の消費電力が全て等しい場合、この演算によって得られた結果を適用した場合の
消費電力削減率は、

で求められる。
【００８４】
　実際の映像表示装置においては、各光源のＧａｕｓｓ分布を毎回計算すると演算量が非
常に多くなり、映像信号に合わせたリアルタイム処理が困難となる。演算量を削減するた
め、光源ユニットの輝度分布に関する情報をメモリに記憶させておき、演算時に適宜参照
することが望ましい。例えば、各光源の位置ｘｎ、Ｇａｕｓｓ分布のσ値や演算エリア等
に相当するパラメータを記憶させ、さらにｘ＝０のＧａｕｓｓ分布に相当するＬＵＴ（Ｌ
ｏｏｋ　Ｕｐ　Ｔａｂｌｅ）をメモリ内に作成しておき、ｘの値をシフトしながら適宜参
照する等の手法を用いることができる。
【００８５】
　また、本実施形態ではｙ軸方向の輝度分布も一様ではなく、上下それぞれ非対称な分布
形状となっているが、この分布形状についても左右方向と同様に数値化し、ＬＵＴとして
メモリに記憶させておくなどの追加処置が必要となる。
【００８６】
　なお、輝度削減係数を計算する上記手順は、取り得る最小の値を与えるものではないた
め、計算手順の工夫によってさらに値を下げる余地が存在する。例えば、演算結果を初期
の値に戻して繰り返し演算を行うことにより、さらに低い消費電力削減量Ｄの値が得られ
る。このようなより高度な演算を行うかどうかは、映像信号の信号周波数と用いるエリア
アクティブ制御回路の演算能力との関係を考慮して調整することができる。
【００８７】
　エリアアクティブ制御後の輝度分布を図８に示す。図８は、図４ＡのＡ－Ａ’断面の輝
度分布を示す。各光源ユニット２を最大としたときの曲線６１に示す輝度分布に対し、エ
リアアクティブ制御により、曲線６２に示すように変化し、その結果、ＬＥＤバックライ
ト全体の輝度分布は、曲線６３に示すようになる。
【００８８】
　効果を定量的に把握するため、エリアアクティブ制御を行う場合の、行わない場合に対
する消費電力削減率を計算した。自然映像１９枚、人工画像６枚からなるテスト画像２５
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枚を用いて、分割数を変えて上記の計算を行い、消費電力低減率の平均値を求めた。結果
を、図９に示す。
【００８９】
　分割数が比較的少ない範囲では分割数を増やすと消費電力低減効果が高まるが、さらに
分割数を増やすと次第に頭打ちになる。今回の条件では、分割数を１４から２８に増加さ
せると消費電力低減率は３．２ポイント増加するが、さらに６４まで増加させても低減率
は２．０ポイントしか上乗せされなかった。分割数を増やすほど光源の個数が増加し高価
となる事を考慮すると、本実施形態のような１次元Ｇａｕｓｓ分布を前提とする場合では
１６～６４分割程度がコストパフォーマンス的に好適であると考えられる。
【００９０】
　なお、本実施形態のような１次元Ｇａｕｓｓ分布は、同じエリア分割数で比較すると縦
横いずれにもＧａｕｓｓ分布とした場合（いわゆる２次元Ｇａｕｓｓ分布）よりも消費電
力低減効果は大きくなる。例えば、縦４×横７エリアの２次元Ｇａｕｓｓ分布よりも縦１
×横２８エリアの１次元Ｇａｕｓｓ分布の方が消費電力は低くできる。これはエリア同士
の重なり部分が単純であることに起因すると考えられる。
【００９１】
　一方で、より明確にエリア間を区切る擬似矩形分布と比較すると、１次元Ｇａｕｓｓ分
布の方が消費電力低減効果は小さい。但し、先に述べたように１次元Ｇａｕｓｓ分布の方
がＬＥＤの輝度バラつきや光源ユニットの組立誤差に対する許容度が高いので、映像表示
装置の低価格化の面では有利となる。
【００９２】
　なお、上記の説明では、エリアアクティブ制御の演算を映像信号処理回路とは別体のＦ
ＰＧＡまたはＡＳＩＣで処理することを前提にしていたが、この演算を前段の映像信号処
理回路内部に取り込んで１チップ化することも可能である。なお、映像信号処理回路内部
では、ガンマ補正や倍速駆動などの様々な画像処理を行っている。これらについての説明
は省略したが、映像信号処理回路内部でエリアアクティブ制御を行う場合であっても、従
来の映像表示装置と同様にこれらの画像処理を行うことが可能である。
【００９３】
　上記構成の映像表示装置によれば、
　互いに間隔をおいて配置される複数の光源ユニット２と、
　上記各光源ユニット２に個別に電流を供給し上記各光源ユニット２を発光させる駆動回
路３１と、
　上記光源ユニット２からの光を利用して映像を表示する表示画面（液晶パネル１３）と
を備え、
　上記光源ユニット２は、上記表示画面の背面に配置され、少なくとも一つの導光体２１
と、各導光体２１に個別に設けられこの導光体２１に光を出射する少なくとも一つの光源
（白色ＬＥＤ２２）とを有し、
　上記導光体２１は、上記光源から入射されて全反射により上記導光体２１内部を導光さ
れた光を上記表示画面方向に出射する光散乱部（光拡散パターン２１１）を有し、
　上記駆動回路３１は、上記表示画面に表示する映像に応じて、上記各光源ユニット２を
制御し上記各光源ユニット２から発光される光束を個別に調整して、上記表示画面の画面
輝度を変化させる。
【００９４】
　したがって、複数の光源ユニット２（導光体２１）を用いることで、隣接する光源ユニ
ット２によって各光源ユニット２の輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが大きい
場合でも、輝度むらを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路３１により各光源
ユニット２を独立駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減
し、コントラストを向上できる。
【００９５】
　このように、従来の直下型およびサイドエッジ型のいずれよりも安価に、実用的なエリ
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アアクティブ制御を行うことが可能となり、薄型でありながら低価格でかつ高コントラス
トで低消費電力の映像表示装置を実現することができる。
【００９６】
　また、上記光散乱部は、光散乱性を有する粒子を上記導光体２１の表面に印刷すること
により形成されているので、印刷によって導光体２１表面に光拡散構造を容易に形成でき
るため、光源が安価となり、低価格な映像表示装置を実現することができる。
【００９７】
　また、上記導光体２１の両端面のそれぞれに、少なくとも一つの上記光源が配置され、
上記各光源から発光される光束は、上記駆動回路３１によって、個別に制御されているの
で、導光体２１の両端面に光源を配置して独立駆動することで制御エリア数を２倍に増や
し、エリアアクティブ制御のコントラスト向上および消費電力低減効果をより高めること
ができる。
【００９８】
　また、上記駆動回路３１は、降圧型スイッチングコンバータ回路であるので、駆動回路
３１自体の面積を小さくし、多数の光源を独立駆動する場合でも駆動回路３１の価格を抑
えることができる。
【００９９】
　また、上記光源と上記駆動回路３１とは、同一の基板３上に実装されているので、小型
の駆動回路３１を光源と同一基板に実装することで、基板面積および接続部材を削減する
ことができる。また、駆動回路３１と光源との配線距離が短くなるため、駆動電流のオン
／オフによるノイズの発生が抑えられる。
【０１００】
　また、上記導光体２１は、一方向に延在し、上記複数の光源ユニット２は、一方向に直
交する他方向に配列され、一つの上記光源ユニット２を発光させた状態における上記表示
画面上の輝度分布は、上記他方向に、略ガウス分布となっているので、光源ユニット２単
体の輝度分布をガウス分布とすることで、光源の輝度バラつきや光源ユニット２の取り付
け位置ずれが発生しても画面上で輝度むらが目立たなくなる。従って、光源の輝度ランク
による選別が不要になるとともに組立容易性を高めることができる。
【０１０１】
　また、上記輝度分布の形状に関する情報は、上記表示画面に映像を表示する信号を処理
する映像回路（映像信号処理回路１７１）内に保持されているので、光源ユニット２の輝
度分布に関する情報を映像回路側で保有することで、エリアアクティブ制御に必要なバッ
クライト輝度分布の計算と補正画像の生成とを精度よく高速に行うことができる。
【０１０２】
　また、全ての上記光源ユニット２から発光される光束を最大とした状態における上記表
示画面上の輝度分布は、上記表示画面の縦横いずれか一方もしくは両方において、中央部
を最大とし端部（周辺部）に向かうにつれて低下するような分布形状であるので、画面中
央部のピーク輝度を保ったまま端部の輝度を落とすことで、映像表示装置の消費電力をさ
らに低減し、エリアアクティブ制御による消費電力低減効果を一層強化することができる
。
【０１０３】
　また、上記構成の面光源装置（ＬＥＤバックライト１１）によれば、上記複数の光源ユ
ニット２と上記駆動回路３１とを備え、上記光源ユニット２は、上記導光体２１と上記光
源とを有し、上記導光体２１は、上記光散乱部を有し、上記駆動回路３１は、上記各光源
ユニット２を制御し上記各光源ユニット２から発光される光束を個別に調整するので、複
数の光源ユニット２（導光体２１）を用いることで、隣接する光源ユニット２によって各
光源ユニット２の輝度変化が緩和され、各光源の輝度ばらつきが大きい場合でも、輝度む
らを緩和でき、光源を安価にできる。また、駆動回路３１により各光源ユニット２を独立
駆動することで、エリアアクティブ制御が可能になり、消費電力を低減し、コントラスト
を向上できる。
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【０１０４】
　（第２の実施形態）
　図１０は、この発明の映像表示装置の第２の実施形態を示している。上記第１の実施形
態と相違する点を説明すると、この第２の実施形態では、導光体を２本用いて一つの光源
ユニットを構成する点が相違する。上記第１の実施形態と同じ構成要素については図面上
で同じ記号を付し、説明は省略する。
【０１０５】
　図１０に示すように、光源ユニット２Ａでは、２本の導光体２１は、互いに平行に配列
され、２本の導光体２１の各端面には、アパーチャ２３が取り付けられている。一つのア
パーチャ２３は、一方の導光体２１の端面と他方の導光体２１の端面とを、同時に、固定
している。
【０１０６】
　光源である白色ＬＥＤ２２は、各導光体２１の両端面にそれぞれアパーチャ２３を介し
て配置されている。両ＬＥＤ２２の発光中心は、導光体２１の長手方向中心軸に対して互
いに反対方向にずらした位置に配置される。これにより、ＬＥＤ２２からの出射光が対向
するＬＥＤ２２に入ることによるロスを削減できる。
【０１０７】
　各導光体２１の両端のＬＥＤ２２は異なるＬＥＤ駆動回路３１に接続されており、それ
ぞれを独立駆動することで、上下方向にエリアを分割したエリアアクティブ制御が可能に
なる。
【０１０８】
　一方の導光体２１の光拡散パターン２１１と他方の導光体２１の光拡散パターン２１１
とは、互いに異なる。両方の導光体２１の両端に配置されている計４個のＬＥＤ２２はそ
れぞれ独立駆動可能である。
【０１０９】
　本実施形態において光源ユニット２Ａを点灯させた状態の拡散板１２上での輝度分布を
、図１１Ａ、図１１Ｂおよび図１１Ｃに示す。図１１Ｂは、図１１ＡのＡ－Ａ’断面での
輝度分布を表し、図１１Ｃは、図１１ＡのＢ－Ｂ’断面での輝度分布を表す。なお、拡散
板１２での輝度分布形状は、液晶パネル１３を白表示、即ち全画素を開いたときの画面上
での輝度分布形状と一致する。
【０１１０】
　一つの光源ユニット２Ａにおける４個のＬＥＤ２２を単独で点灯させた状態での拡散板
１２上の輝度分布は、曲線８１ａ，８１ｂ，８１ｃ，８１ｄに示すようになっている。こ
れら合計４個のＬＥＤ２２を点灯させた状態で、曲線８１に示す所望の山形輝度分布とな
るよう設計されている。この構成により、上下方向に４つの独立した制御エリアを設ける
ことができる。
【０１１１】
　一つの光源ユニット２Ａを点灯させたときの輝度分布は、導光体２１の短手方向には曲
線８２に示すようなＧａｕｓｓ分布（Ｇａｕｓｓｉａｎ）であり、全ての光源ユニット２
Ａを点灯させたときの輝度分布は、短手方向には直線８３で示される一様分布となる。
【０１１２】
　エリアアクティブ制御の演算処理手順は、基本的には上記第１の実施形態で説明したも
のと同様である。但し、上記第１の実施形態では上下方向に２分割がされていたのに対し
、本実施形態では上下方向に４分割されているため、エリアアクティブ制御によりさらに
消費電力を低減し、コントラストを向上させることができる。
【０１１３】
　（第３の実施形態）
　図１２は、この発明の映像表示装置の第３の実施形態を示している。上記第１の実施形
態と相違する点を説明すると、この第３の実施形態では、導光体の印刷パターン（光拡散
パターン）を画面中央部と画面周辺部とで変化させる点が相違する。上記第１の実施形態
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と同じ構成要素については図面上で同じ記号を付し、説明は省略する。
【０１１４】
　図１２は、ＬＥＤバックライト１１の拡散板１２上輝度分布の水平方向（画面左右方向
）断面図を示す。光源ユニット２（導光体２１）は、画面中央部から画面周辺部に向かう
につれて少しずつ配置間隔が広がるように、並べられている。また、導光体２１の光拡散
パターン２１１もそれぞれ異なるパターンとなっており、画面中央部から画面周辺部に向
かうにつれてＧａｕｓｓ分布のσ値が大きくなるように設計されている。個々のＬＥＤ２
２の全光束が等しく、同じ電流値・ＰＷＭ値で点灯させる場合、σ値が大きいＧａｕｓｓ
分布のピークは低くなる。従って、各光源ユニット２の曲線９１に示す輝度分布を全て足
し合わせて、ＬＥＤバックライト１１全体の輝度分布を求めると、曲線９２で示されるよ
うな山形分布となる。
【０１１５】
　本実施形態では、先の実施形態と異なり画面の上下方向だけでなく左右方向にも山形分
布とすることができる。画面の中央部の輝度を４５０～５００ｃｄ／ｍ２に保ったまま、
画面の上下左右全ての輝度を違和感のない範囲で下げられるので、ＬＥＤバックライトと
しての消費電力をさらに低減することが可能になる。
【０１１６】
　個々の光源ユニット２の発光光束を制御してエリアアクティブ制御を行う。エリアアク
ティブの計算手順は、基本的には第１の実施形態と同様である。但し、個々の光源ユニッ
ト２の輝度分布が異なるため、それらの輝度分布に関するパラメータまたはＬＵＴを別々
にメモリに記憶させておく必要がある。
【０１１７】
　つまり、表示画面の中央部に配置される導光体２１における光散乱部の配列パターンは
、表示画面の端部（周辺部）に配置される導光体２１における光散乱部の配列パターンと
異なるので、画面中央部と画面端部とで導光体２１の光拡散粒子のパターンを変えること
によって、導光体２１の長手方向だけでなく短手方向の画面輝度分布を制御することがで
きる。これにより、光源から取り出し可能な光を無駄にすることなく消費電力を低減する
ことができる。
【０１１８】
　なお、このような山形の輝度分布形状を形成する別の方法として、例えば直下型のＬＥ
Ｄバックライト１１において、画面左右に配置した光源ユニット２のＬＥＤ２２に流す電
流値やＰＷＭ駆動のデューティ値を変えることによって左右部分の輝度を落とすという方
法が考えられる。しかしその場合、周辺部のＬＥＤ２２は常に低い電流値またはＰＷＭデ
ューティ値で発光していることになるため、性能面で無駄が発生してしまう。一方、上記
で述べたような光拡散パターン２１１によって実現する方法では、周辺部の輝度を落とす
ことで節約された光束は中央部の輝度向上に寄与することになるため、ＬＥＤバックライ
ト１１全体として光束を有効活用でき、最小限のＬＥＤ個数で必要な画面輝度を得ること
が可能となる。換言すれば、映像表示装置として必要な画面輝度を達成しながら、より安
価な構成とすることができる。
【０１１９】
　上記のように、本実施形態では導光体２１の光拡散パターン２１１と配置間隔を個別に
変化させることで、安価な構成でありながら消費電力をさらに低減することが可能となる
。
【０１２０】
　なお、この発明は上述の実施形態に限定されない。例えば、上記実施形態においては、
ＬＥＤバックライトの光源として白色ＬＥＤを用いていたが、映像信号の各色に対応する
ＲＧＢ３色の光源を用いて、３色それぞれ独立にエリアアクティブ制御を行うことも可能
である。その場合、白色でのエリアアクティブ制御よりも高い消費電力低減効果が得られ
る。
【０１２１】
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　これらの実施形態では、印刷による光拡散パターンによって光源ユニット輝度分布を制
御できるため、上に述べたＧａｕｓｓ分布や擬似矩形分布の他、必要に応じて任意の輝度
分布形状に設定することができる。例えば、画面の端に配置した光源ユニットは、シャー
シ側面での反射光の影響を受けて中央部分と異なる輝度分布となるが、この側面での反射
の影響を計算に入れて端の光源ユニットの印刷パターンを中央部と異なるパターンとする
ことも可能である。
【０１２２】
　また、本発明では主に液晶テレビやＰＣ用モニタとして用いられる映像表示装置につい
て述べたが、他の装置にも応用することができる。応用例としてサインボード、公共表示
板、交通標識などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、本実施形態
で述べたＬＥＤバックライトは、映像表示装置の一部として組み込まれた形で用いるだけ
でなく、既存の映像表示装置への載せ替え用途などに向けて単独でモジュールや部品の形
態で活用することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１２３】
【図１】本発明の映像表示装置の第１実施形態を示す分解斜視図である。
【図２】映像表示装置のブロック図である。
【図３Ａ】映像表示装置に用いられる光源ユニットの平面図である。
【図３Ｂ】映像表示装置に用いられる光源ユニットの分解斜視図である。
【図４Ａ】映像表示装置の平面図である。
【図４Ｂ】図４ＡのＡ－Ａ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光源ユ
ニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図４Ｃ】図４ＡのＢ－Ｂ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光源ユ
ニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図５Ａ】従来の映像表示装置における擬似矩形型の輝度分布を示す図である。
【図５Ｂ】映像表示装置におけるＧａｕｓｓｉａｎ型の輝度分布を示す図である。
【図６】映像表示装置に用いられるＬＥＤ基板の平面図である。
【図７】映像表示装置に用いられるＬＥＤ駆動回路の概略回路図である。
【図８】映像表示装置において、エリアアクティブ制御を適用した場合の輝度分布を示す
図である。
【図９】映像表示装置において、エリアアクティブ制御のエリア分割数と消費電力との関
係を示す図である。
【図１０】本発明の映像表示装置の第２の実施形態に用いられる光源ユニットの構造を示
す平面図である。
【図１１Ａ】映像表示装置の平面図である。
【図１１Ｂ】図１１ＡのＡ－Ａ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光
源ユニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図１１Ｃ】図１１ＡのＢ－Ｂ’断面における、光源ユニット１個点灯時および全ての光
源ユニットを点灯時の画面上の輝度分布を示す図である。
【図１２】本発明の映像表示装置の第３の実施形態における画面上の輝度分布を示す図で
ある。
【図１３】従来の直下型のＬＥＤバックライトを用いた映像表示装置において、ＬＥＤ使
用個数と装置の厚みおよび価格との関係を示す図である。
【符号の説明】
【０１２４】
　１　映像表示装置
　１１　ＬＥＤバックライト（面光源装置）
　１２　拡散板
　１３　液晶パネル（表示画面）
　１４　前キャビネット
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　１５　シャーシ
　１６　スタンド
　１７　映像回路基板
　１７１　映像信号処理回路
　２，２Ａ　光源ユニット
　２１　導光体
　２１１　光拡散パターン（光散乱部）
　２２　白色ＬＥＤ（光源）
　２３　アパーチャ
　３　ＬＥＤ基板
　３１　ＬＥＤ駆動回路
　４　制御回路基板
　４１　エリアアクティブ制御回路
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